
43－ －

　　令和３年第４回定例会会議録（第３号）　

令和３年１２月６日　

　

○出席議員（２３名）　

　　　　１番　　桝　田　　　貢　君　　　　　２番　　日名子　敦　子　君　

　　　　３番　　美　馬　恭　子　君　　　　　４番　　阿　部　真　一　君　

　　　　５番　　手　束　貴　裕　君　　　　　６番　　安　部　一　郎　君　

　　　　７番　　小　野　正　明　君　　　　　８番　　森　　　大　輔　君　

　　　　９番　　三　重　忠　昭　君　　　　１０番　　森　山　義　治　君　

　　　１１番　　穴　井　宏　二　君　　　　１２番　　加　藤　信　康　君　

　　　１３番　　荒　金　卓　雄　君　　　　１４番　　松　川　章　三　君　

　　　１６番　　市　原　隆　生　君　　　　１７番　　黒　木　愛一郎　君　

　　　１８番　　平　野　文　活　君　　　　１９番　　松　川　峰　生　君　

　　　２０番　　野　口　哲　男　君　　　　２１番　　堀　本　博　行　君　

　　　２２番　　山　本　一　成　君　　　　２３番　　泉　　　武　弘　君　

　　　２５番　　首　藤　　　正　君　

○欠席議員（なし）

○説明のための出席者　

　市　　　　　長　　長　野　恭　紘　君　　　副　　市　　長　　阿　南　寿　和　君

　副　　市　　長　　松　﨑　智　一　君　　　教　　育　　長　　寺　岡　悌　二　君

　上下水道企業管理者　　岩　田　　　弘　君　　　総　務　部　長　　末　田　信　也　君

　企画戦略部長　　安　部　政　信　君　　　観光・産業部長　　松　川　幸　路　君

　公営事業部長　　上　田　　　亨　君　　　　　　　　　　　　田　辺　　　裕　君

　いきいき健幸部長　　内　田　　　剛　君　　　建　設　部　長　　松　屋　益治郎　君

　　　　　　　　　　山　内　弘　美　君　　　　　　　　　　　　白　石　修　三　君

　消　　防　　長　　須　﨑　良　一　君　　　教　育　部　長　　柏　木　正　義　君

　上下水道局次長　　山　内　佳　久　君　　　財　政　課　長　　矢　野　義　知　君

　政策企画課長　　行　部　さと子　君　　　文化国際課長　　高　木　智　香　君

　産業政策課長　　竹　元　　　徹　君　　　農林水産課長　　寺　山　真　次　君

市 長 公 室 長
兼自治連携課長

市民福祉部長
兼福祉事務所長

防　災　局　長
兼観光・産業部参事



44－ －

　高齢者福祉課長　　入　田　純　子　君　　　子育て支援課長　　宇都宮　尚　代　君

　健康推進課長　　樋　田　英　彦　君　　　保険年金課長　　牛　島　照　美　君

　介護保険課長　　阿　南　　　剛　君　　　スポーツ推進課長　　中　西　郁　夫　君

　防災危機管理課長　　中　村　幸　次　君　　　教育政策課長　　奥　　　茂　夫　君

　教育政策課参事　　森　本　悦　子　君　　　学校教育課参事　　松　丸　真　治　君

　学校教育課参事　　利　光　聡　典　君　　　社会教育課長　　古　本　昭　彦　君

○議会事務局出席者　

　　　局　　　　　長　　花　田　伸　一　　議事総務課長　　佐　保　博　士

　　　補佐兼議事係長　　藤　内　洋　一　　総　務　係　長　　市　原　祐　一

　　　主　　　　　査　　浜　崎　憲　幸　　主　　　　　査　　松　尾　麻　里

　　　主　　　　　任　　佐　藤　雅　俊　　速　　記　　者　　桐　生　正　子　

○議事日程表（第３号）　

　　　　　　令和３年１２月６日（月曜日）午前１０時開議　

　　　第　１　一般質問

○本日の会議に付した事件　

　　　日程第１（議事日程に同じ）



45－ －

　　　　　　午前 10 時 00 分　開会

○議長（松川章三君）　ただいまから、継続市議会定例会を開会いたします。

　　本日の議事は、お手元に配付しております議事日程第３号により行います。

　　日程第１により、一般質問を行います。

　　通告の順序により発言を許可いたします。

○３番（美馬恭子君）　今回、最初が女性で、順番を見ていただいたら分かりますけれども、 

　最後がまた女性ということで、ある新聞記者の方が、「オセロだったら、みんなひっくり

　返るね」というようなことを言われていました。

　　そういうことを言いまして、最初ですけれども、どうぞよろしくお願いいたします。

　　まず最初に、学校の共同給食調理場についてお伺いしてまいりたいと思います。

　　前回、運営方式についてお尋ねした際に、新共同調理場の運営方法については、「あり

　方検討委員会の意見書に基づき令和５年９月の開設に向けて、効率的で安定した体制の詳

　細な検討を引き続き進めてまいります」との答弁をいただきましたが、その後どのように

　なっているのでしょうか。進捗状況をお聞きしたいと思います。

○教育政策課長（奥　茂夫君）　お答えいたします。

　　別府市では、日本一おいしい質の高い学校給食の実現に向けて、全国でも事例の少ない

　8,500 食、３献立、手作り給食という本市独自の学校給食を実施します。その運営方法に

　つきましては、これまでも様々な角度から効率的で安定した方法の検討を進めてまいりま

　した。常任委員会、具体的には 12 月３日の厚生環境教育委員会におきましても報告をさ

　せていただきましたが、調理と配送につきましては、民間が蓄積するノウハウを活用する

　ために、市が責任主体となって民間委託する方向で検討を進めております。

　　なお、安全・安心な学校給食を提供するために、献立作成や食材の発注などは市が責任

　を持って直接行い、食物アレルギー対応につきましても、子どもたちの安全・安心のため

　新学校共同調理場とは別の場所で市が直営で行う方向で検討をしております。このことに

　つきましては、年内に市内全ての公立幼稚園、小中学校の保護者を対象にした説明会を開

　催し、丁寧な説明を行わせていただいた上で、保護者の御意見等を踏まえまして教育委員

　会に諮り、最終的な方針を決定したいというふうに考えております。

○３番（美馬恭子君）　別府市で、学校給食食育推進検討委員会が設置されていました。そ

　の中で委員の方たちが、「共同調理場になることが決まりました。ここから建設までにい

　ろいろ話し合い、２年間という時間を、よりおいしい給食を提供するためにどうしたらよ

　いのか前向きに検討していくことが必要です」というような意見も出されていましたので、

　今後、しっかり話し合いをしていただきたいというふうに思います。

　　民間委託する方向で進められているということですけれども、保護者の説明会、６回ほ

　ど準備されているようですが、しっかりと皆さんの御意見が聞けるように設置していただ

　きたいと思います。

　　今回大きく変わっているのが、アレルギー食に関しては、市が責任を持って直営でとさ

　れていますが、これは新給食調理場でアレルギー食のみ直営で実施されるということなの

　でしょうか。その中身、また理由をお聞かせください。

○教育政策課長（奥　茂夫君）　お答えいたします。

　　食物アレルギーの対応につきましては、命に関わる極めて重要な案件であり、きめ細や

　かな対応が不可欠です。常任委員会においても御報告させていただきましたが、これまで

　教育部において継続して検討を重ねてきた結果、子どもや保護者の皆様の安全・安心のた

　め、市が直営施設で引き続きその対応を行う方向で検討を進めております。このことにつ

　きましても、先ほど答弁させていただきましたけれども、12 月の保護者説明会において

　丁寧な説明に努めまして、御理解を求めた上で教育委員会に諮りたいというふうに考えて
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　おります。

○３番（美馬恭子君）　当初言われていたこととアレルギー食に関してのみが少し違います

　ので、私自体も少し戸惑っておりますが、アレルギー食に関しては以前の保護者の説明会

　の中でもかなりたくさん質問があったように覚えております。また、食育推進検討委員会

　の中でも委員の方が、「大きな調理場になったときにはすごく管理が行き届くのだろうか

　と思う反面、今まで少人数の中の１人という対象で自分の子どもを見ていただいていたこ

　とがとてもうれしかった。しかし、大きな別府市内の多人数の子どもたちの中の１人になっ

　てしまったときに、アレルギーの対応がどこまできめ細やかにできるのだろうかと思う」

　というような意見も出されていました。「アレルギー対応に関しては、今までの現状維持

　がいいというふうに思う」というように、この委員の方もお話をされていました。このよ

　うなことからお考えもあったのでしょうが、それにしても、もう少し早めに方針を説明し

　ていただければよかったのではないかなというふうに思っております。

　　子どもたちの食に関しても、公から民へと移行するということなのでしょうか。栄養士

　さんに関しては、直営の栄養士さんをやはり多めに配置していただいて、しっかりと献立

　作成、また指導の面でも運営していただきたいというふうに思っております。

　　それでは、次にまいります。地産地消に関してです。地産地消、オーガニック食材の導

　入についてということでお尋ねしたいと思います。

　　別府市学校給食食育推進等検討委員会の中でも、地産地消の推進について話もされてい

　ます。その中で、本市では別府に愛着を持つ子どもたちを育てていくためにも、地域の生

　産者団体などとともに連携を図って積極的に地元食材を用いることや、郷土・地域料理の

　献立採用など地域の食文化の継承を行うとともに、関係部署とも連携を図り地産地消の推

　進に取り組むと言われていますが、その面に関してどのようにお考えになっているので

　しょうか。別府市は中山間地域が多く、農業が盛んであるとは言い難いです。地産品を学

　校給食に取り入れるのは簡単ではないと感じていますが、その実現に向けて市として取り

　組んでいらっしゃることがあるのでしょうか。

○教育政策課長（奥　茂夫君）　お答えいたします。

　　農林水産省が掲げる地産地消は、県産品のことを指しておりまして、その達成率の目標

　値を 30％としております。本市の学校給食では、令和元年度、単独調理場では 52.7％、

　共同調理場では 46.5％となっており、いずれも農林水産省が目標とする達成率を上回っ

　ております。しかしながら、地産品につきましては、2.4％と達成率が極端に低いのが現

　状です。このような実態から、新共同調理場で地産品を積極的に取り入れるために、現在、

　農林水産課と連携をしまして、市の生産者から直接話を聞く場を設けたり、学校給食に使

　用可能な大根やニンジン、白菜などの食材を試験圃場で栽培したりするなど、地産品の割

　合を高めるための取組を始めております。

○３番（美馬恭子君）　私が議員になる以前からこの問題は何度となく議会でも取り上げら

　れていると思いますが、大きな改善がされているようには思えません。学校で毎日食べる

　給食、子どもの心と体をつくります。今、世界中に広がっているのは、オーガニック食材

　の波です。せめて無農薬米 100％、学校給食のお米を 100％有機無農薬としている市も出

　てきています。学校給食は大きな消費の場です。手間はかかるかもしれませんが、これか

　ら育つ子どもたちに農薬を使わないお米を提供できれば、農家にとっても大変大きなメ

　リットになるのではないでしょうか。まず最初の一歩という点から、ぜひ検討していただ

　きたいというふうに思っています。

　　元農林水産大臣の山田正彦さんが、オーガニック農法の大切さ、学校給食での有機食材

　の活用を訴え続けられています。農水省が学校給食を有機食材で取り組むとの方向性も出

　しています。「日本一おいしい給食を」とうたうのであれば、この機会にしっかりと取組
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　を進めていただきたいと考えています。

　　さて、次にまいりますが、「日本一おいしい給食」、この言葉がいつも出てきます。「別

　府市の学校で日本一おいしい給食を作るのだ」という話が毎回のように出てきていますが、

　私の中では漠然としていまして、なかなか見えてきません。日本一おいしい給食、味のお

　いしさはもちろん、食物アレルギーの対応をはじめ地産地消の推進や食育の充実など、子

　どもたちの健やかな成長に欠かすことができない心にも体にもおいしい給食のことです、

　と言われていますけれども、何をもって日本一と評価するつもりなのか、ぜひお伺いした

　いと思います。

○教育政策課長（奥　茂夫君）　お答えいたします。

　　先ほどの答弁でも申し上げましたが、別府市が目指す 8,500 食、３献立、手作り給食は、

　実施形態そのものが本市独自のおいしい学校給食を目標とする取組でございます。特に手

　作り給食につきましては、全国的にも事例の少ない手作り準備室を設けて、例えばハンバー

　グの素材とするタマネギをみじん切りにして炒めたり、それをひき肉と混ぜ合わせて成形

　したりするなどの家庭の料理に近い手作り工程を取り入れます。さらに、その調理にはこ

　れまでできなかった焼き物調理を実現するスチームコンベクションオーブンを使用して、

　焼き目のついたおいしい手作りハンバーグを提供します。

　　また、現在ワーキンググループにて別府市観光の現状と課題について協議を行っており、

　その４本柱の１つに「食と観光」というコンセプトを掲げております。別府市に訪れた観

　光客を別府で取れた食材でおもてなしするというコンセプトを学校給食にも取り入れ、別

　府市で取れた食材で別府市の子どもたちを育む地産地消を推進する計画です。

　　このような取組が、子どもたちにとって日本一おいしい給食という評価の一つになるも

　のと考えております。

○３番（美馬恭子君）　8,500 食、そして３献立、手作り中心ということですので、今まで

　とは違って調理の流れも複雑になるのではないかなというふうに思いますし、人員の配置

　もそれなりに必要でしょう。また、機器の整備も今まで以上に必要なのかもしれません。

　そこら辺をきちっと考えてそういうふうに方針を立てられたのであれば、しっかりと取り

　組んでいただきたいというふうに思っています。基本的には、私はこの段階に至っても自

　校給食がよいとは思っていますが、せめて日本一おいしい給食、そして子どもたちのため

　にということで、これから先もしっかり検討を続けていただきたいというふうに願ってい

　ます。

　　この項、最後になります。食育についてお伺いしたいと思います。

　　食育基本法の中で子どもたちが豊かな人間性を育み、生きる力を身につけていくために

　は、何よりも食が重要である。今、改めて食育を生きる上での基本であって、知育・徳

　育及び体育の基礎となるべきものと位置づけるというふうに食育基本法ではうたわれてい

　ます。「食」を選択する力を習得して健全な食生活を実践できるように、幼い頃から教育

　をしていく、それが学校給食というものの考え方だというふうに思っています。

　　以上のことから、共同調理場が完成した後に、今後、食育についてはどのようになって

　いくのでしょうか。調理員との触れ合いもなく、食育が後退するのではないか、また、学

　校で適切に行われていた食育の回数が減るのではないかというふうに考えていますが、食

　育の充実についてどのように進めていこうとされているのか、お伺いしたいと思います。

○教育部長（柏木正義君）　お答えいたします。

　　食育につきましては、これまでも栄養教諭等が中心となって各小中学校における食に関

　する指導や給食の管理などに取り組んできました。新学校給食共同調理場供用開始後も、

　その日の給食を題材に盛り込んだ事業など、給食を生きた教材として活用いたします。

　　また、新学校給食共同調理場は、学べる調理場としての２階の見学通路や多目的室など
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　整備いたしますので、児童生徒が見学に訪れ、給食はどこで誰がどのように作っているの

　かなど、調理員と子どもたちが直接触れ合う機会を創出いたします。そのような取組を着

　実に実行するため、来年度、市教育委員会が中心となって有識者や保護者、学校関係者で

　構成する学校給食運営委員会を設置する予定です。「食」を正しく選択する力を育み、将

　来にわたって自立した食生活ができる子どもを育成するための別府市食育推進計画を策定

　するなど、食育の充実をより一層図ってまいります。

○３番（美馬恭子君）　食育に関しては、単独調理場のほうが言うまでもなく有利であると

　いうふうに思っておりますが、今後しっかりと連携をして食育を進めていくということで

　すので、そこら辺はきめ細かく食育活動をしていただきたいと願っております。

　　移行計画は着実に動いていますし、多くの保護者の方が自校給食方式を維持してほしい

　との願いから署名活動を出されたりもしました。保護者説明会もありました。その後に学

　校給食シンポジウムも開かれました。多くを学ぶ機会も持てたと思います。また検討委員

　会の開催、中身も深くされたというふうに考えています。

　　しかし、計画が進んでいく段階での発信が少し市民に対して遅いように思うのは、私だ

　けではないような気がいたします。大きな税金を使って未来の子どもたちのためにと動い

　ていくのであれば、きめ細やかな発信をしていただくことこそが大切なのではないでしょ

　うか。

　　再度お願いいたします。今回の保護者説明会の実施に当たっては、多くの方々がしっか

　りとお話が聞けるような場を設置していただき、真摯にお話を聞いていただいて、２年後

　の共同調理場がしっかりと皆さんに受入れられる形になるように進めていただくことをお

　願いして、この質問を終わらせていただきます。

　　引き続きまして、次の質問に入ります。子育て支援についてということでくくらせてい

　ただきました。

　　最初に、子供の医療費無料化についてということで再度お尋ねしたいと思います。この

　項目に関しては、何度となく質問させていただきました。今回もしつこいようですが、再

　度質問させていただきます。

　　令和２年の 10 月から子ども医療費の助成範囲が拡大されました。現在、対象者はどの

　ぐらいいて、助成金額、どのようになっているのでしょうか。

○子育て支援課長（宇都宮尚代君）　お答えいたします。

　　令和２年 10 月診療分から市町村民税非課税世帯の小中学生の通院・歯科・調剤等の助

　成を開始し、令和２年度の対象者は延べ 292 名、令和３年 11 月 30 日時点での対象者数

　は延べ178名でございます。令和２年10月から令和３年９月までの助成額は、474万 6,216

　円でございます。

　　コロナ禍で感染症対策が徹底された結果、インフルエンザなど他の感染症の流行がなく、

　子ども医療費の助成額は全体的に大幅に減少していたことから、今後は助成額の増加が予

　想されます。

○３番（美馬恭子君）　大分県内の状況も、以前質問したときと大きく変わりません。やは

　り大分市と別府市の２市が市町村民税非課税世帯の小中学生の通院に係る子ども対象と

　なっています。少子化で子どもの人数が少なくなっているのは、今に始まったことではあ

　りません。今、子育て支援を中心に置いて市政運営をしていこうとしている市町村は大

　変多くなっています。子どもの医療費助成制度の対象年齢を 2020 年度に引き上げた町村

　は 100 以上にも上るというふうにされています。別府市で子育てしたいと思っていただけ

　るように、基礎体力が弱い小学校４年生までの助成対象を拡大するなど、子どもの医療費

　の助成範囲拡大については、今後も引き続き検討いただきたいと思っています。小さなお

　子さんが病気の初期段階で受診することで、結果として医療費の抑制にもつながり、また
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　家庭への経済的な負担の軽減にもつながることは、子育て支援においても大変重要なこと

　だと考えていますが、どのようにお考えでしょうか。

○子育て支援課長（宇都宮尚代君）　お答えいたします。

　　今後の受診状況等の検証をした上で、近隣自治体の助成状況を情報収集し、医療費助成

　の在り方について引き続き検討を重ねてまいりたいと存じます。

○３番（美馬恭子君）　近隣自治体の助成状況を見て引き続き検討をとの答弁は、今までに

　数度となく聞かせていただきました。この間、中津市では小中学生の通院に係る医療費の

　助成拡大を実施しています。また、宇佐市では 10 月から子ども医療費の助成を高校生ま

　で引き上げました。子育て世代の経済的負担を減らすとともに、病気の早期発見や治療促

　進を目指すとしています。このように近隣では動き始めています。ぜひ今後の検討をよろ

　しくお願いしたいと思います。

　　さて、次は幼児教育、現状と考え方ということでお尋ねをしたいというふうに思ってお

　ります。

　　別府市就学前の子どもに関する教育等協議会において多数議論がされてきていますが、

　今後の別府市の対応性としてはどのようにお考えになっていくのでしょうか。そこら辺を

　お伺いしたいと思います。

○学校教育課参事（松丸真治君）　お答えいたします。

　　本協議会では、別府市全体の質の高い就学前教育等の提供について多様な立場から協議

　が行われ、貴重な意見をいただきました。具体的には、子どもの育ちの保障につながる園

　児集団は、１学級当たり 20 人から 30 人で、１園には複数学級あることが望ましく、園児

　数の減少や施設の老朽化を踏まえ、市立幼稚園の適正配置の検討が必要という意見があり

　ました。

　　また、別府市の認定こども園数の割合は低く、保護者や施設運営者にメリットが理解さ

　れていない可能性があるため、認定こども園の普及促進に向けて政策的に取り組むことが

　必要ではないかという意見がありました。そして、別府市全体の質の高い就学前教育等の

　提供をさらに進めていくためには、市長部局と教育委員会に分かれている行政窓口の一本

　化をするべきではという意見もありました。

　　これらの意見を踏まえ、別府市の就学前教育・保育のあり方に関する基本方針や実施計

　画の策定に向けて、市民福祉部と教育部で協議を重ねているところです。来年度には具体

　的な基本方針と実施計画を作成したいと考えております。また、質の高い就学前教育等の

　総合的・一体的な提供をさらに進めていくために、市民福祉部と教育部の連携・協力を推

　進しているところです。

○３番（美馬恭子君）　幼児教育に関しましては、今回の教育等協議会の中でもありましたが、

　本当に待ったなしの現状です。共働きが当然となり、早ければ「ゼロ歳からが教育」と言

　われる中で我が子をどのように育てようかと悩む親も多いことでしょう。少子化の中で思

　うように公立幼稚園が維持できず、また多様性の中で少し他人と違うことも認められるは

　ずなのになかなか受け入れてもらえないと悩んでいる親も多いようです。民間での多様性

　を持った教育は、負担も多く厳しいという意見もこの中では聞かれていました。

　　ぜひ幼保小連携においても、市立幼稚園が中核となるように公立小学校と市立幼稚園・

　保育所とのネットワークを充実させていくということが期待されていますので、今後しっ

　かりと実施計画、整えていっていただきたいというふうに思っています。

　　さて、その中でもありましたが、保育所や幼稚園で障がいのある子どもを受け入れてい

　ますが、細やかな対応が必要というふうに思っています。今後、この点に関してはどう発

　展させていくおつもりでしょうか。

○学校教育課参事（松丸真治君）　お答えいたします。
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　　現在、市立幼稚園においては、特別支援教育専任教員８名と特別支援教育支援員５名を

　各園に配置して、特別な支援を必要とする園児の支援を充実させています。専任教員につ

　きましては、園児の実態に応じて適切な支援を行うため、個別の指導計画を作成し活用す

　るとともに、園児によっては養育機関などと連携を図っております。支援員につきまして

　は、特別支援教育コーディネーターや担任教員等と連携を図りながら、特別な支援を必要

　とする園児に対して日常生活上の介助や保育支援、安全確保等の支援を行っております。

○子育て支援課長（宇都宮尚代君）　お答えいたします。

　　事業としましては、私立の認可保育施設において障がいのある子どもを柔軟に受け入れ、

　安全な保育サービスを提供できる体制を整えることを目的としまして、障がい児保育事業

　並びに障がい児保育事業促進対策事業を実施しているところです。

　　令和２年度におきまして補助制度を拡充いたしました。今後も障がいのある子どもの特

　性を踏まえた育成支援が継続的にできるよう、体制づくりを強化していきたいと考えてお

　ります。

○３番（美馬恭子君）　公立小学校とも連携して、多様な子どもたちが共に学べる環境づく

　りをしていくこと、本当に必要だと思います。誰一人置き去りにしない教育は、就学前か

　らの関わりを欠かすことはできません。ぜひ、この面でもしっかり配慮していただきたい

　というふうに思います。

　　今回、支援学校を視察させていただく機会がありました。別府支援学校、南石垣支援学

　校に寄せていただきました。幼稚園から高校までの一貫支援、しかし、今少し様変わりし

　てきている様子もお聞きしました。様々な意味で教育を考えていく、そんな時期に来てい

　るのだと痛感しております。ぜひよい意味で発展していきますように、よろしくお願いい

　たします。

　　さて、続きまして、学童クラブの運営に関して、市としての補助体制についてはどのよ

　うになっているのかということでお聞きしたいというふうに思っています。

　　コロナ禍の中で学童が担ったことは、大変大きなものがあったと思います。しかし、市

　からの通達が後回しになったというような話も聞きます。また、子どもたちが密になり、

　大変厳しい状態であったということも聞きました。それでも多くの子どもたちを受け入れ、

　保護者のニーズに応えてこられたことには、心より感謝したいというふうに思っておりま

　す。

　　学童クラブは、放課後児童健全育成事業の通称になります。保護者が共働きなどによっ

　て昼間家庭にいない小学生を預かり、その遊びと生活を支援して健全育成を行う専門の職

　員、放課後児童支援員等が従事しております。市としての補助体制、どのようになってい

　るのでしょう。そして、支援員の就労形態は非正規だったりパートだったり、それぞれで

　あるのが現状のようです。支援員が働き続けることができるために福利厚生面でのしっか

　りとした支えなどがなければ続けることができないというふうにも思われます。市として

　支援員に対する補助的な政策は何かあるのでしょうか。

○子育て支援課長（宇都宮尚代君）　お答えいたします。

　　放課後児童クラブにつきましては、現在、市内 37 のクラブに放課後児童健全育成事業

　の委託業務として、就労などにより保護者が家庭にいない幼稚園・小学生に対し授業終了

　後に適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健全な育成を行ってもらっております。

　　人件費等の放課後児童健全育成事業の運営に必要な経費は、国の補助要綱に沿って入所

　の人数や開設日数などにより積算した金額をお支払いしております。ただし、支援員さん

　への給与、福利厚生などの雇用形態は、国や県・市などで統一した基準はなく、各クラブ

　で決定している状況です。

　　市といたしましては、現在、国の基準に準じておりますので、さらにそれを補完する単
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　独の補助的な政策はございませんが、国や県へ支援員の処遇改善について今後も要望して

　いきたいと考えております。

○３番（美馬恭子君）　昭和 51 年度から留守家庭児童対策や健全育成対策として国庫補助を

　開始し、始めました。その後、平成 10 年に児童福祉法改正によって放課後児童健全育成

　事業として法制化されております。御承知のとおり保育所も学童クラブも国民のニーズか

　ら生まれてきたものです。その後の運動、また社会情勢の中で法制化されてきました。保

　育所は、働く女性の運動から始まり 70 年以上、もっと昔からの歴史を持っています。様々

　な社会情勢の変化の中で今日に至っていますが、保育士さん等の処遇改善には、まだもう

　少し長い道のりが必要なようです。

　　さて、話を学童クラブに戻しますが、今や学童クラブの位置づけは大変大きくなってい

　ます。少子化の中、学童に在籍する子供の数は年々増えているようです。運営主体が様々、

　雇用形態もばらばら。国からの補助制度によって運営されてはいますが、かなり厳しいの

　が現状のようです。令和２年４月１日に施行された放課後児童クラブの職員に関する基準、

　人員配置資格要件が、唯一の従うべき基準から参酌すべき基準に改正され、全てが参酌事

　項となってしまいました。職責に見合った処遇改善も、なかなか難しいのが現状です。

　　市は、各学童、運営主体が異なり、なかなか統一していくのは難しいと言われますけれ

　ども、ぜひ公的に整備を行う、そして児童支援員、指導員、働き続けられるように福利厚生、

　しっかりとしていただきたい。それを国に求めていくということでしたけれども、市が

　率先してしていくというふうな形でぜひ国にも求めていっていただきたいというふうに

　思っております。今後、学童クラブの数はまだ増えるかもしれませんが、ぜひ指導員の先

　生たち、働き続けられるようにということで考えていっていただきたいというふうに思っ

　ております。

　　それでは、次の質問に入らせていただきます。美術館・図書館一体構想とはということ

　で、まず最初に別府市の美術館についてお尋ねしたいと思っております。

　　2017 年に旧ニューライフプラザに移転した市の美術館、オープン式典で長野市長は、「市

　の美術館が一時的とはいえ市内になかったことは、多くの市民に寂しい思いをさせてし

　まったと思う。しかし、皆さんの協力のおかげで、こうしてオープンの日を迎えることが

　できました。今まで以上に親しんでもらえる美術館として、今後も新たな工夫や企画を考

　え、一度も美術館に来たことがないという人にも来館してもらえたらうれしい」と御挨拶

　されています。６月議会で荒金議員も質問されていましたが、念願の来館者数は、令和元

　年度が約１万 5,000 名、令和２年度はコロナ禍ということもあったのでしょうが、約 9,000

　名ということでした。この中で年に二十数回の企画展も計画されています。努力されてい

　ることに関しては大変敬意を表したいと思います。しかし、なかなか来館者数が増加しな

　いというのは、本当に寂しい限りです。

　　さて、子どもにとって美術品を見ることは、情操教育に必要だと思っていますが、社会

　見学などでの利用は今までにもあるのでしょうか。お尋ねいたします。

○社会教育課長（古本昭彦君）　お答えします。

　　これまで、近隣の小学校や日出の小学校からの御利用をいただいております。

　　美術館を訪れ、絵画などの美術品に触れることは、子どもたちの情操教育にとっても重

　要なことであると認識しております。今後も引き続き多くの学校に御利用いただけるよう、

　小中学校校長会を通じて利用の拡充に努めてまいりたいと思います。

○３番（美馬恭子君）　市の中でも比較的交通の便利な場所に位置しておりますし、多くの

　子どもたちが美術品に触れ合うことができるように、ぜひ学校とも連携して企画などを

　考えていただければというふうにも考えています。大きな美術館にはできないようなアッ

　トホームな企画、市民が参加できる企画、とんぼチャンネルでは「林館長の今でしょ！テ



52－ －

　レビの前で美術実技講座」が発信されています。本当にすてきな取組だと思っています。

　いろいろと工夫されて、市長がおっしゃったように、美術館に行ったことがない人までも

　取り込むような、そんな別府らしい美術館になることを心より願っております。

　　さて、現在の美術館は、もともと美術館として建てられた建物ではありませんが、今の

　形を今後どのような形で継続されていくのか、活用されていくのか、教えていただきたい

　と思います。

○社会教育課長（古本昭彦君）　お答えします。

　　議員言われますように、もともと現在の美術館は、美術館として建てられた施設ではな

　いことから、展示のための部屋割り・レイアウトなど工夫が必要であると思っております。

　　今後の美術館の管理運営などにつきましては、計画的な施設整備の実施や展示方法の工

　夫を図るとともに、新図書館との連携した今後の在り方について、現在配置しております

　学芸員の活用、協議会や運営委員会などの設置についても検討してまいりたいと思います。

○３番（美馬恭子君）　そして、美術館にはかなりの貯蔵品もあると、この間伺っております。

　そういう展示されていない作品の管理などについては、どのようになっているのでしょう

　か。

○社会教育課長（古本昭彦君）　お答えいたします。

　　展示しておりません絵画などの作品につきましては、貯蔵庫にて 24 時間空調などを入

　れまして温度管理の上管理をしております。

○３番（美馬恭子君）　移転後５年、なかなか認知度も上がっていないように思います。広

　く市民の方に認知していただいて、今まで一度も行ったことのない人が美術館に気軽に

　足が運べるような、そんな美術館を目指してしっかりと充実させていただきたいというふ

　うに思っていますが、この点でどのような方法で認知度を広めていこうというふうにお考

　えでしょうか。

○社会教育課長（古本昭彦君）　お答えいたします。

　　さきの議会でも答弁いたしましたが、積極的なメディアでの情報提供や所蔵品のデジタ

　ルアーカイブ化による情報提供により多くの方々の目に触れられるよう取組を図ってまい

　りたいと考えております。また、来館を促せるような魅力ある企画展覧会の開催も今後検

　討してまいりたいと考えております。

○３番（美馬恭子君）　先ほどお話ししました林館長は、我が家の三男坊が中学でたしか美

　術を教えていただいていた先生です。学芸員という立場では会計年度職員の方がいらっ

　しゃるようですが、美術館が認知していただき発信していくためにも、企画展示の予算も

　大切です。人の配置も大切です。いろんな形で今の美術館が大きく発信していけるように

　一体化構想を拡げていただきたいというふうに考えております。

　　さて、引き続きまして、図書館について具体化、内容についてお伺いしたいと思います。

　　図書館については、どのようなものをお考えになっているのでしょうか。これまでのオー

　プンプラットフォーム会議など様々な意見を聞いてきたと思いますが、私自身も参加して、

　その回ごとに本当に楽しいお話をお伺いでき、理解が深まってきたというふうに思ってい

　ます。しかし、全体をまとめてみると、それぞれがどのようにつながって、最終的にはど

　のような図書館ができるのかイメージ化することは本当に難しいです。新図書館は、これ

　からどのような手順で具体化されていくのでしょうか。

○教育政策課参事（森本悦子君）　お答えいたします。

　　オープンプラットフォーム会議は、どなたでも参加できる公開型のもので、図書館の専

　門家など様々なゲストとともに新図書館等整備のプロセスを共有する目的で実施していま

　す。

　　平成 30 年 11 月からこれまで計７回開催し、それぞれの回では様々な御意見をいただい
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　てまいりました。令和元年度には、それまでの御意見などを踏まえ基本計画を策定し、別

　府市新図書館の整備の方針やコンセプトを示しました。現在、まさに基本実施設計及び管

　理運営計画策定委託業務の公募型プロポーザルを実施中ですが、これは設計に対する考え

　方や基本計画を具体化するためのノウハウを持った事業者を選定するためのものです。来

　年１月下旬には事業者を選定、提案を基に協議を経て建物の設計や公民連携の管理運営

　計画の策定に着手する予定です。その後の過程において、市民の皆様にはオープンプラッ

　トフォームなどの場を活用いたしまして、別府市新図書館が形になっていくプロセスをお

　示しし共有を図りたい、このように考えております。

○３番（美馬恭子君）　やはりなかなか全体の様子が思い浮かばないのは、私だけではない

　かというふうに思っていますけれども、今後も機会あるごとに説明をしていただいて、立

　派なものが、また市民が憩える図書館ができるようにと願っております。

　　公民連携という形で管理運営をされていくということですけれども、今後、それに関し

　ての説明、また話し合い、そして別府のまちが持続的にどのようになっていくのかという

　点でお話しいただければと思います。

○教育政策課参事（森本悦子君）　お答えいたします。

　　先ほども答弁いたしましたけれども、今後、オープンプラットフォーム会議などの場を

　活用いたしまして、経過・プロセスを共有してまいりたいと思いますが、別府のまちが持

　続的に発展していくためには、産業や福祉、またこのまちに暮らす人たちの暮らしと成長

　を支えていくことが大切です。

　　新図書館は、行政が直営する重要な社会インフラであり、一人一人の夢の実現を手助け

　する場、生きるため、考えるための知の拠点として存在する意義があると考えております。

　公民連携による管理運営によって、例えば、これまで一度も図書館を利用したことのない

　方が施設を訪れ、図書館利用につながる。また、資料や情報に触れ、日々をよりよく生き

　ることができる、そのような場であることに気づくきっかけになることを期待しておりま

　す。行政と民間が得意な分野を生かし、よりよい公共サービスを提供することによって地

　域が発展し、施設を利用する多くの市民にその効果を実感していただき、将来にわたって

　豊かな暮らしを得られるよう、今後の管理運営計画策定に努めてまいります。

○３番（美馬恭子君）　では、この項最後のところでお伺いしたいと思います。そもそもの

　構想であります図書館・美術館一体化構想として考えるときに、図書館として、美術館と

　してどのように連携されていくのでしょうか。

○教育政策課参事（森本悦子君）　お答えいたします。

　　知の創造拠点、情報発信拠点としての機能を生かし、美術館に限らず周辺施設や公共施

　設の情報を発信することによって利用者を現地にいざない、回遊性を促す役割を果たせる

　というふうに考えております。

○３番（美馬恭子君）　冒頭でお話ししましたとおり、長野市長の言葉ではありませんが、

　今まで以上に利用してもらえる図書館、一度も図書館を利用したことがない人にも来館し

　てもらえる図書館になるように、そういうことを心から願っております。そして、今後も

　説明を引き続きしていただきたいというふうに考えております。ありがとうございます。

　　では、引き続きまして、最後の質問に入っていきたいと思います。高齢化社会、福祉行

　政についてということで質問させていただきます。

　　今少し落ち着きを見せてきていますが、昨年から長期間にわたるコロナ禍の影響で体調

　を落としている高齢者も多くいるのではないかと思われます。要介護４以上の方は、コロ

　ナ禍にあってもそういうことにはかかわらず支援が必要です。介護サービスは継続して利

　用していると思いますが、要介護３以下の方々は、居宅でのサービスを控えたりしている

　ようです。個々で必要なサービスはしっかり受けることが、介護予防にもつながると思い
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　ます。それには一人一人の声をしっかり拾っていくことがとても大切です。毎日の業務多

　忙な地域包括支援センターで全世帯を回ることは困難であるかもしれませんし、今までも

　市としての把握はどうでしょうとお伺いしたときに、なかなか状況的には厳しいというよ

　うなこともお聞きしました。それならば自治会や民生委員の方など組織とも協力して、地

　域全体で見守ることが本当に必要だというふうに思っています。

　　地域でもひとまもり・まちまもり協議会が立ち上がっています。それぞれの地域課題に

　連携して取り組むこともありますが、その辺とも協力しながら対応されていくということ

　なのでしょうか。

○介護保険課長（阿南　剛君）　お答えいたします。

　　現在、高齢者の方々が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように、本課におい

　て地域包括ケアの推進のため、日々様々な介護サービス支援に取り組んでいるところでご

　ざいます。

　　70 歳以上の高齢者が増加していること等に伴い要介護認定者数も増加傾向にある中、

　困りがある方への支援として地域包括支援センターが関わる役割も多く、業務が増大して

　いる状況ではございますが、日々しっかりと業務を担っていただいている現状ではござい

　ます。しかしながら、高齢者の方々が住み慣れた地域で生き生きと過ごすことができるた

　めに、議員御発言のとおり様々な機関・組織との連携協力につきましては、これからます

　ます必要であると考えております。

　　現在、市民の３人に１人が 65 歳以上の高齢者という状況でございます。介護保険課と

　いたしましては、コロナ禍で高齢者の日常生活が制限されている中ではございますけれど

　も、引き続き介護サービスの充実に努めながら、今後ひとまもり・まちまもり協議会や福

　祉行政とともに高齢者の見守りや安否確認などにつきましても知恵や意見を出し、情報を

　共有しながら協働で取り組んでまいりたいと考えております。

○３番（美馬恭子君）　後期高齢者になって初めて病気で入院された方が、寛解して自宅に

　帰るというふうになったときに、今までできていたことができなくなって、このままで

　は自宅に帰れないとなるケースが決して少なくありません。このようなことを少しでも軽

　減していくためにも、早期の段階で介護サービスに導入できるような支援制度が必要だと

　私は思っています。今後、協働での取組の中で広がりが見えていくことを心から願ってお

　ります。

　　さて、次に入ります。後期高齢者医療費が上がるという話になっておりますが、窓口負

　担が１割から２割に引き上げられ、これに関して別府市ではどの程度の試算がされている

　のでしょうか。

○保険年金課長（牛島照美君）　お答えいたします。

　　後期高齢者医療費の２割負担についての試算ということでは、今のところ行ってはおり

　ません。別府市の後期高齢者医療の被保険者の医療費について参考までにですが、一部負

　担金を含めた費用額で令和２年度は 218 億円でございます。令和２年度の４月から３月ま

　での被保険者数の平均は２万 243 人ですので、１人当たりの医療費は１年で 108 万円程度

　となっております。

○３番（美馬恭子君）　２割になるという話を聞いて、これは大変、病院に行くことができ

　ないというような話をされている高齢者の方もいらっしゃいます。具体的にはどのように

　なるのか教えてください。

○保険年金課長（牛島照美君）　お答えいたします。

　　令和４年度以降、団塊の世代が後期高齢者となり始めることで後期高齢者支援金の急増

　が見込まれることから、現役世代の負担を少しでも抑えるため、後期高齢者医療被保険

　者のうち一定の所得基準に該当する方については、高齢者の医療の確保に関する法律の改
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　正により窓口負担の割合が１割から２割に変更されます。２割負担の所得基準は、課税所

　得が 28 万円以上で、かつ年金収入にその他の所得を加えた金額が 200 万円以上となって

　おります。後期高齢者医療の被保険者が２人以上いる世帯は、200 万円が 320 万円となり

　ます。現在のところ、実施時期については令和４年度の後半ということしか示されており

　ませんが、詳細が決まりましたら、事前に広報する予定です。

○３番（美馬恭子君）　私は、医療費の負担増に関しては反対です。決して容認しているわ

　けではありません。しかし、この引上げに関してはあまりにも分かりにくいのが事実では

　ないでしょうか。理解できない制度で混乱を来すのではないかというふうに考えておりま

　すし、後期高齢者の方が病院に行くのを控えるのではないかというようなことも考えたり

　してしまっています。

　　この中で若者世代、現役世代の方々の負担もどのくらい減るのかということをお聞きし

　ましたが、導入効果は１％にとどまるというような話をお聞きしました。こんな中で、今、

　後期高齢者にとって大切なのは、重症化しないこと、やはり病院には行っていただいてき

　ちっと検査をしていただき、介護もしっかり受けていただいて重症化していかないこと、

　そして地域で暮らしていくことが一番大切なのではないかと思っておりますので、この点

　を踏まえて今後も説明なり質問に対しては真摯に応えていっていただきたいというふうに

　考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　　さて、最後になります。補聴器に関してのお話をお聞きしたいと思います。

　　以前、補聴器に関しては陳情書も出されたりしておりますが、なかなか思うようには

　いっておりません。この間、新聞に折り込みが入っていましたので見ましたけれども、両

　耳で 14 万円台から 32 万円台、また高いのでは 44 万円台とかなり高額になっております。

　おまけに充電器や電池など必要なものを入れればさらに高額になると考えておりますが、

　補聴器購入に関して補助制度、どうなっているのでしょうか。

　　また、認知症や鬱が進行するというようなことも言われています難聴者の状況はどうで

　しょうか。人数は把握されていますか。

○高齢者福祉課長（入田純子君）　お答えいたします。

　　加齢によります難聴者の人数等の状況につきましては、国も含め関連する施策がなく、

　個々人での対応となっていることや、それぞれ個々の程度や状況、嗜好が異なること、ま

　た本人に自覚がないような潜在的な方もいらっしゃることから、人数など実態の把握はで

　きていない状況です。

○３番（美馬恭子君）　なかなか補聴器に関しての補助制度、できていないようですけれども、

　全国では 35 市区町村で助成がされていますし、所得制限もつけているところや年齢が指

　定されているところもありますが、自己負担一定額を出す、それに対しての補助というと

　ころもあります。認知症の引き金とも言われていますし、難聴は「ほほ笑みの疾患」とも

　言われています。聞こえないからと笑ってごまかしたりすることもありますので、ぜひ市

　として独自の支援、広い観点からの補聴器制度の導入、お願いしたいと思いますので、こ

　のことをお願いして、私の質問、終わらせていただきます。ありがとうございました。

　（議長交代、副議長小野正明君、議長席に着く）

○ 11 番（穴井宏二君）　では、通告の順序に従いまして一般質問をさせていただきたいと思

　います。

　　まず、ＨＰＶワクチン、子宮頸がんの予防ワクチンについて質問をしたいと思います。

　　先日、厚生労働省から発表されました文書、11 月 26 日に発せられました文書をまず

　ちょっと読みたいと思います。

　　「ヒトパピローマウイルス感染症に関わる定期接種の今後の対応について」ということ

　が発表されました。
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　　「令和３年度第 22 回薬事・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調

　査会において、最新の知見を踏まえ、改めてＨＰＶワクチンの安全性について特段の懸念

　が認められないことが確認され、接種による有効性が副反応のリスクを明らかに上回ると

　認められた。また、ＨＰＶワクチンの積極的勧奨を差し控えている状態については、引き

　続きＨＰＶワクチンの安全性の評価を行っていくこと、接種後に生じた症状の診療に係る

　協力医療機関の診療実態の継続的な把握や体制強化を行っていくこと、都道府県や地域の

　医療機関等の関係機関の連携を強化し、地域の支援体制を充実させていくこと」など発表

　されまして、「今後の対応の方向性も踏まえつつ、当該事態を終了させることが妥当とな

　されたところである」ということで、「以上を踏まえ、平成 25 年度通知は、本通知の発出

　をもって廃止する」というふうに発表されました。

　　こういうふうなことが発表されまして、「ヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接

　種に関し、貴職におかれては、関係機関等へ周知を図るとともに、その実施に遺漏なきを

　期されたい」という文書が発出されました。

　　子宮頸がんは、今も年間１万人近くの女性が子宮頸がんにかかり、約 2,800 人もの女性

　が亡くなっております。子宮頸がんの原因であるヒトパピローマウイルスの感染を防ぐワ

　クチンは、2011 年度から定期接種になりましたけれども、2013 年６月に、国は積極的

　な接種勧奨を差し控えることにしたため、多くの自治体が対象者への通知をやめてしま

　い、70％近くあった接種率は１％未満にまで激減をいたしました。国のほうとしては、昨

　年 10 月と今年１月に２度にわたりまして、ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種の

　対応及び対象者等への周知について通知を発出し、市町村にＨＰＶ定期接種対象者への情

　報提供の徹底を求めました。

　　そこで、先ほど厚生労働省の文書を読ませていただきましたけれども、昨年 10 月に国

　から対象者への情報提供に関わる指示がまずありました。それに対する別府市の対応とし

　てはどのように対応していくのか、また今後の予定はどうなっているのか、お伺いしたい

　と思います。

○健康推進課長（樋田英彦君）　お答えします。

　　昨年度につきましては、他の予防接種の周知と併せて小学校６年生に対しては学校を通

　じて、また高校１年生には郵送による個別通知を実施、また 10 月にヒトパピローマウイ

　ルス感染症に係る定期接種の対象者等への周知についてに関する国からの通知後は、11

　月には中学１年生から３年生に対しまして、学校を通じて予防接種についての周知文を配

　布いたしました。さらに、市内の指定医療機関にポスター掲示による周知等の協力もいた

　だきながら情報提供に取り組んできました。

　　今年度につきましては、市内の指定医療機関へのポスター掲示、ホームページの内容改

　修のほか、高校１年生への個別通知の送付、中学３年生への他の予防接種の周知と併せた

　予防接種の周知文を学校を通じて配布しております。

　　今後の予定としましては、１月中旬頃に対象者全員への周知文の配布やホームページで

　の周知を準備しているところでございます。

○ 11 番（穴井宏二君）　個別通知を実施した世代における、令和２年度及び個別通知を実施

　していない令和元年度の接種状況はどうなのか、お伺いしたいと思います。

○健康推進課長（樋田英彦君）　まず、対象者数になりますけれども、令和元年度が 2,698 人、

　令和２年度が 2,668 人です。

　　次に、接種件数の実績ですが、令和元年度の接種件数は延べ 73 件、令和２年度の接種

　件数は延べ 252 件と、接種件数の増加が見られております。

○ 11 番（穴井宏二君）　急な国からの指示であったにもかかわらず、迅速に対応いただいた

　のに感謝申し上げたいと思います。
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　　また、前年度より接種者が増えたのは、郵送による個別通知、特に 15 歳、高校１年生

　ですかね、郵送による個別通知の成果があったのではないかなと思っているところです。

　定期接種期間内に正しく判断するための情報が届けられたので、接種したいと思った人が

　接種できたことは、本当によかったなと思っております。

　　また、接種率につきましては、特に回答はなかったのですけれども、ちょっとデータを

　見るにかなり低いのではないかなという感じがいたします。今回の通知は接種をお勧めす

　る内容、強い内容ではなかったような気がしますので、やはり受け取った人がちょっと戸

　惑ったところもあるのではないかなと思っているところです。

　　そこで、厚生労働省からは、市町村長は、ヒトパピローマウイルス感染症に関わる定期

　接種については、平成 25 年の通知が廃止されたことを踏まえて、予防接種法第８条の規

　定による勧奨を行うこと、具体的には対象者、またはその保護者に対し予診票の個別送付

　を行うこと等により接種を個別に勧奨することが考えられる、郵送ではないかなと思いま

　すね。

　　なお、予防接種法施行令第６条の規定による周知については、やむを得ない事情がある

　場合を除き個別周知とし、確実な周知に努めること、こうした個別の勧奨については、市

　町村長は、接種実施医療機関における接種体制の整備等を説明、基本的に令和４年４月か

　ら順次実施することとあります。

　　そういうふうなことで接種勧奨が再開となった場合に、市としてはどのような周知を予

　定しているのか。周知対象者及び、また周知方法についてどう考えているのかお伺いした

　いと思います。

○健康推進課長（樋田英彦君）　お答えします。

　　接種勧奨が再開された後につきましては、これまで同様に対象者全員への個別による通

　知や医療機関並びに学校を通じた周知、また市報やホームページ等様々な方法により対

　象者並びに保護者の方々が予防接種に関して理解と判断ができるよう、ワクチンの有効性

　や安全性に関する正しく必要な情報などを提供した周知に取り組んでいきたいと考えてお

　ります。

　　なお、以前より市内の指定医療機関に受診票を設置して、いつでも予防接種が受けられ

　る体制を整えており、周知とともに接種を希望する方が接種しやすい環境づくりにも努め

　ていきたいと考えております。

○ 11 番（穴井宏二君）　今の答弁では、これまで同様にということでございましたけれども、

　やはり学校を通じた周知では、なかなか保護者が見ないということも、また渡されないと

　いうこともたまにはあるのではないかなと思いますので、やはり定期接種施行令――政令

　ですね――においては、これは義務があると明記されておりますので、極力個別周知、特

　に学校を通じたお知らせ、文書の配布以上にやはり確実な周知をするためには、郵送によ

　る個別周知をすべきではないかなと思います。そういうふうな郵送による個別周知をお願

　いしたいなと思います。

　　ところで、次の質問でございますけれども、個別周知を、個別勧奨するに当たっては、

　今まで個別勧奨を受けていない定期接種の対象者であって年齢の高い方に個別勧奨を進め

　ることが考えられる。例えば令和４年度 13 歳になる女子、令和５年度に 13 歳になる女子、

　令和６年度に 13 歳になる女子等ですね、厚生労働省からもこういうふうな文書が来てい

　るのは御存じだと思いますけれども、そういうふうなキャッチアップと申しますか、Ｈ

　ＰＶワクチンの定期接種対象年齢を過ぎた方に対して接種費用の一部を援助する、そうい

　うふうなことも厚生労働省のこの文書の中には含まれているのではないかなと思いますけ

　れども、それについては、市としてはどのように考えていらっしゃるのかお答えください。

○いきいき健幸部長（内田　剛君）　お答えいたします。
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　　積極的な接種勧奨を差し控えた間に接種の機会を逃した方の対応については、現在、国

　のほうでも公費による接種機会の提供等に向けて対象者や機関等についての議論が開始さ

　れたところでありますので、方針が決定されれば速やかに対応できるよう準備してまいり

　たいと考えております。

　　また、別府市独自での助成等につきましては、国の動向にも注意し、他の市町村の実施

　状況や別府市医師会などの関係団体とも協議しながら調査研究してまいりたいと考えてお

　ります。まずはワクチンに関する正しい情報や相談窓口の情報等をしっかりと対象者並び

　に保護者に発信することが重要であり、希望される方が正しく判断できるよう情報提供に

　取り組んでまいりたいと考えております。

○ 11 番（穴井宏二君）　積極的な勧奨がこれから始まると思うのですけれども、この影響を

　今まで受けている世代は、御本人さんたちは何もこのことに過失はないわけですね。それ

　によってこの、不幸にもと申しますか、そういう子宮頸がんで大変な状況になったという

　方もありますけれども、特にこの積極的勧奨につきましては、法令上、市町村に対しまし

　ては周知と接種勧奨の義務が出てくるわけでございますので、また、住民には知る権利が

　あります。定期接種という位置づけでありますので、そこら辺に関しては、今、部長答弁

　でおっしゃいましたけれども、国の動向を注視するということでございますので、今後、

　国が救済措置を実施するとした際には、ぜひとも早く接種していただきますよう、個別郵

　送通知によって自分が対象者なのだというふうなことを分かるように、確実にお知らせを

　していただきたいと思いますので、ぜひ前に前に進めて、救済措置を含めて進めていただ

　きたい、このように思いますので、よろしくお願いいたします。

　　では、この質問はこれで終わります。

　　続きまして、６次産業につきまして質問をさせていただきたいと思いますので、お願い

　いたします。

　　６次産業化の促進についてということで主に質問したいと思いますけれども、別府市に

　は御存じのとおり山また川、また海といった自然環境に恵まれた環境で、多くの観光客の

　方も訪れているところでございます。しかし、時々感じることは、やはり別府に行ったら

　これを食べてみたいなとか、そういうふうな、またこれをお土産に買って帰ろうとか、そ

　ういうふうなことがなかなかぴんと浮かばないということも時々お聞きをいたします。そ

　ういうふうな観光に来たお客さんに食として、食べるものとして満足できる点をしっかり

　提供する、また来てよかったという、そういうふうに言ってもらえるような情報を提供す

　ることが大事ではないかと思いますので、また、農業についても高齢化また人手不足が課

　題となってきておりますので、６次産業について主に質問したいと思います。

　　まず、別府市としては、６次産業化についてその内容を簡単に説明してもらいたいと思

　います。

○農林水産課長（寺山真次君）　お答えいたします。

　　６次産業化とは、１次産業である農林漁業者が、農林水産物の持っている価値をさらに

　高めるために、生産だけでなく、２次産業である加工、３次産業である流通・販売まで含

　め一体的に取り組むことでございます。農林漁業者が６次産業化に取り組むことにより、

　農林水産業や地域の活性化、農林漁業者の所得向上などの効果が見込まれます。

○ 11 番（穴井宏二君）　では、市としては、具体的にどんな取組があるのか、簡単にお答え

　をいただきたいと思います。

○農林水産課長（寺山真次君）　お答えいたします。

　　本市の具体的な取組としましては、自ら生産した生産物を加工してオリジナル商品の開

　発を行う加工、生産した農産物や、それを加工した商品の販売を目的とした直売所の運営、

　地元の農産物を活用したカフェやレストランなどの飲食店経営などが挙げられます。具体
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　的には、本市におきまして生産者が育てたシイタケをからし漬けなどに加工した漬物や、

　カボスをはじめ「かぼすドリンク」、それにカボス菓子、コショウなどに加工した商品を

　直売所での販売をはじめ旅館やホテルなどに卸したり、インターネットを通して販売を

　行っているケースがございます。

○ 11 番（穴井宏二君）　ありがとうございます。今おっしゃった「かぼすドリンク」、また

　シイタケのからし漬けですね、これは非常に評判がいいですよね。本当においしいという

　話を聞きます。

　　そこで、国のほうが数年前から６次産業化を推進しておりますけれども、どんな支援策

　があるのか、それから６次産業化のメリットについて、またデメリットも多少あると思う

　のですけれども、それについてはどのようにお考えでしょうか。

○農林水産課長（寺山真次君）　お答えいたします。

　　まず、６次産業化に対する国の支援策でございますが、これは多様な事業者と連携した

　新商品開発や販路開拓の取組支援をはじめ、加工・販売施設などの整備等、事業計画に基

　づく交付金の支給や事業化に必要な技術実証、マーケティング等に対する支援が行われて

　おります。

　　次に、６次産業化のメリットでございますが、地域の農林水産物のブランド化や農林漁

　業者の所得向上、新たな雇用の創出など地域の活性化が期待できるなどであります。

　　次に、デメリットでございますが、これは商品開発にかかるパッケージ費用や加工施設、

　直売所等の整備費用など、加工商品として販売するために初期費用が必要となります。ま

　た、完成した商品を販売するためには加工や流通、販売に関する知識や資格、商品を売り

　込むための労力などが必要となるなどが考えられます。

○ 11 番（穴井宏二君）　ありがとうございます。今メリット、またデメリット等おっしゃっ

　ていただきました。先日、佐賀県の鹿島市のほうに「海道しるべ」というところがありま

　して、視察に行かせていただきまして、そこには加工施設、もちろん販売もしているので

　すけれども、加工施設、また直売所等ありまして、６次産品を作りたいという方にそこで

　訓練というか、こういうふうな作り方ができますよとか、そういうふうなアドバイスをし

　ているところがありまして、６次産業を目指したい、作りたいという方は非常にいいので

　はないかなと思いましたので、そういうふうな個人、また会社においても、６次産業にし

　てこれを別府の名産にしたいという方もいらっしゃいますので、そういうふうなところに

　どう対応していくかというのが大事になってくると思うのですけれども、そういうふうな

　ところへの６次産業化への市としてのサポートが何かあれば教えてもらいたいと思いま

　す。

○農林水産課長（寺山真次君）　お答えいたします。

　　サポート体制に関しましては、大分県が６次産業化サポートセンターを設置し、電話相

　談窓口の開設や支援対象者への６次産業化プランナーの派遣、研修会を開催するなど支援

　が行われております。

　　また、本市においても、相談があれば助言や指導をしております。ただ、より専門的な

　内容になれば県のサポートセンターへつないだりしているところであります。これまで、

　本市へは個人や事業者から数件の相談が入っております。本年度も、事業者からの相談で

　県のサポートセンターなどと連携しながら支援をしているところでございます。

○ 11 番（穴井宏二君）　はい、分かりました。では、６次産業化について市としての今後の

　方針はどうなっておりますか。

○農林水産課長（寺山真次君）　お答えいたします。

　　個人や事業者から６次産業化への相談があった場合は、助言や指導を行うとともに、県

　の６次産業化サポートセンターへつなぐなどの取組はもちろんのことですが、６次産業に
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　特化した事業のみならず農業、林業、水産業、それぞれの既存の事業での支援制度もござ

　います。相談内容を細かく聞き取る中で国や県と連携しまして、既存の支援事業への適用

　が可能となれば、その事業を活用するなど相談者への利便性を図ってまいりたいと考えて

　おります。

○ 11 番（穴井宏二君）　はい、分かりました。では最後に、通称海の駅とか、これは国のあ

　れでできているようでございますけれども、海の駅、道の駅等ございます。６次産業化を

　推進するに当たりまして、直売所等の整備費用が主にデメリットとして答弁がございまし

　た。そこで、人が集まるような道の駅また海の駅、こういうのができれば、別府としても

　ぴったりではないかなと思うのですね。

　　そこで、６次産業化の商品を消費者に販売できて、また農林漁業者の負担も軽減されて

　活性化につながるのではないかなと思うのですね。そこで、道の駅や海の駅の整備につい

　て、数年前の一般質問でも取り上げられたようでございますけれども、その後の取組、こ

　れについてはいかがでしょうか。

○農林水産課長（寺山真次君）　お答えいたします。

　　道の駅や海の駅は、国土交通省により登録された施設で、地域での連携機能として農林

　水産物の直売所などが整備されています。議員言われるとおり過去の一般質問でも取り上

　げられており、別府国際観光港とその周辺においての提案がございました。現在、別府国

　際観光港周辺では、大分県が別府港再編計画を策定しており、その中の整備計画の一部に

　にぎわい施設の整備として地元向け農産物直売所やレストラン、カフェなどが考えられる

　ものとして挙げられております。今後、整備する施設形態は、事業内容が具体化していく

　段階で国の所管省庁に県が確認を行うことになっております。

　　また、大分市が田ノ浦地区に道の駅を整備する計画を進めております。地域産品などの

　物販施設や飲食施設などを整備する予定となっており、令和５年度に工事に着手し、令和

　６年度にオープンを目指していると聞いております。

○ 11 番（穴井宏二君）　はい、分かりました。よろしくお願いします。ありがとうございま

　した。

　　では、次の項目、フリースクールについて質問をしたいと思います。よろしくお願いし

　ます。

　　私もこのフリースクールにつきましては、昨年度の議会におきまして、フリースクール

　との連携を図っていくとの最終的な答弁をいただきました。それによりましてフリース

　クールと学校、また教育委員会との現在の連携の進捗状況、これはどうなっているのか教

　えてください。

○学校教育課参事（利光聡典君）　お答えいたします。

　　学校職員による施設訪問や電話連絡、フリースクールからの報告書等により支援の状況

　及び当該児童生徒の状況についての共有が進んでいるところでございます。

　　別府市教育委員会といたしましても、大分県フリースクール等連絡協議会に参加し、県

　下の設置状況と支援の内容について把握するとともに、市内外の施設見学や情報交換等を

　行わせていただきました。

　　また、対象児童生徒の具体的な支援につきまして、関係者が協議を行うケース会議にフ

　リースクールの職員の方に御参加いただくこともありました。個に応じた適切な支援を行

　うためには、具体的な支援方針の共有と役割分担が必要であるため、さらに連携を進めて

　いく必要があるものと捉えています。

○ 11 番（穴井宏二君）　このフリースクールの状況でございます。若干私も状況をお聞きに

　行かせていただいたことがございまして、別府もそうですし、大分も行かせてもらいまし

　た。そういう中でやっぱり共通しているのが、なかなかフリースクールそのものが認知さ
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　れていないと。いじめ、また不登校になった子どもさんが、また保護者がインターネット

　等を通してこのフリースクールという存在を知って初めて問合せがあることが多いという

　こともおっしゃっておりました。そういうふうな、また、フリースクールによっては来て

　いろんなことをやって勉強もしてやっているのですが、なかなか出席扱いになることが難

　しいということもございます。また、経費的な負担が非常にかかるということで運営も難

　しいということもありました。

　　そういうことで、その中の１点としまして、フリースクールを利用している児童生徒の

　出席扱い、これは別府市としてはどうなっておりますでしょうか。

○学校教育課参事（利光聡典君）　お答えいたします。

　　不登校児童生徒が、学校外の公的機関や民間施設において相談・指導を受けているとき、

　個別指導等の適切な支援を実施していると評価できる場合、学校長は指導要録上の出席扱

　いとすることができます。各学校長は、フリースクール代表者との面談や施設見学、各月

　ごとのフリースクールからの活動報告等を基に大分県フリースクールガイドラインを参考

　に出席扱いの判断を行っているところでございます。

○ 11 番（穴井宏二君）　ガイドラインを基に判断をしているということで、最近は別府市以

　外のところもお聞きする中で、出席になることも多くなったのではないかなと思っており

　ます。

　　あと、フリースクールの運営ですね、これが非常に大変だということで、なかなか認知

　されていない状況があるということで非常に厳しい、またフリースクールをやめたところ

　もあるというふうにお聞きをいたしました。

　　そのフリースクールに関する補助事業でございますけれども、これは千葉市かな、千葉

　市では、ある要件を満たすことでその補助金の交付をしているということであります。不

　登校児童生徒への支援、また市内の活動拠点、営利を目的としない、またガイドラインに

　沿った支援が行われている、保護者に指導経過を報告する、学校にも報告をする、あと、

　ちょっともう１点何か数字的なことがありますけれども、これを見るとほとんどクリアし

　ている条件となっておりますので、そういうふうなフリースクールの運営に関わる補助事

　業、これについてもぜひ他市の状況を鑑みながら、別府市としてもしっかりその存在意義

　を把握して補助事業についてやってもらいたいと思いますけれども、これについてのお考

　えはいかがでしょうか。

○学校教育課参事（利光聡典君）　お答えいたします。

　　フリースクール等民間教育の運営に対する教育行政の関わりにつきましては、慎重に検

　討を行っていく必要があるものと捉えています。補助金に関しましては、国・県の動向を

　注視するとともに、他市町村や他県の支援の内容について把握を進めていきたいと思いま

　す。

○ 11 番（穴井宏二君）　不登校の支援につきましては、御本人や、また保護者等の周りの声

　を十分聞くことが大事だと思います。教育行政の今後、しっかり幅広い支援が大事になっ

　てくると思いますけれども、今後の方針についてはどうなっていますでしょうか。

○学校教育課参事（利光聡典君）　お答えいたします。

　　児童生徒の社会的自立に向け、心理士やスクールソーシャルワーカー等専門スタッフの

　活用をさらに促進し、個に応じた適切な支援に向けたアセスメントを進めていきたいと考

　えております。また、個別の支援を進めるためには、関係者間の連携が非常に重要である

　と捉えています。ケース会議の開催を促進するとともに、年度内に別府市不登校児童生徒

　支援連絡協議会を立ち上げ、フリースクール等の民間施設を含めた関係者に御参加をいた

　だき、不登校児童生徒支援の在り方について協議を行ってまいりたいと考えているところ

　でございます。
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○ 11 番（穴井宏二君）　今、先生の答弁をお聞きする中で、だんだん昨年から別府市として

　も進んできたなというふうに感じております。

　　最後に、別府市にはフリースクールが２校しかないということで、電車やバスを利用す

　る、また保護者がちょっと距離の遠いところを車で送迎している、そういうふうなことも

　あります。そういう面でも助成とか補助をしているところも、自治体もございますので、

　ぜひ幅広いフォローをお願いしたいなと思いますし、最後に、フリースクールをやってい

　く中でよかったこと、これをちょっとお聞きしましたので、申し上げたいと思います。

　　最近、学校や教育委員会との連携ができてきた、情報共有ができてきた、サポート体制

　がだんだんできつつあること、不登校やいじめに対してだんだん共通認識ができてきた。

　それから、先ほどは認知度が低いと申し上げましたけれども、だんだん、きのうの「日曜

　討論」でも、ＮＨＫの「日曜討論」でもございましたけれども、いじめ対策、群馬県高崎

　市のいじめ対策等話がありましたけれども、そこでもフリースクールの話がございました。

　そういうふうなメディアを通してフリースクールの認知度がだんだん上がってきた。

　　それから、すばらしいなと思ったのは、「すばらしい」と言うのが適当かどうか分かり

　ませんけれども、フリースクールという居場所を通して自分に自信を持って学校へ行く子

　どもが増えてきたですね。また、自信を持つ子どもが増えてきた、今申し上げましたけれ

　ども、そういうふうなこともございましたので、申し添えたいと思います。ぜひともフリー

　スクールへの温かい御支援をお願いしたいと思いますので、よろしくお願いします。

　　では、コロナ禍における困窮学生への 10 万円の給付について質問をしたいと思います

　ので、よろしくお願いします。

　　11 月 26 日に閣議決定されました国の補正予算に、学生等の学びを継続するための緊急

　給付金が計上されましたけれども、まずその内容は何なのか、また緊急給付金の支援制度

　が必要とする困窮学生に行き渡るよう周知するため、別府市としてはどのように取り組ん

　でいくのか、方針をお聞かせください。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　新型コロナウイルス感染症の影響による世帯収入やアルバイト収入の減少などにより、

　学びの継続に支障を来す状況を踏まえ、昨年度、学生支援緊急給付金が給付されましたが、

　今回の国の補正予算においても引き続き厳しい状況にある学生を支援するため計上された

　ものであり、非課税世帯の学生などが大学に申請し、日本学生支援機構を通じて 10 万円

　が給付されるものです。

　　市では、この制度を周知するため、補正予算案の公表後、直ちに各大学へ概要をお知ら

　せし、対象となる学生へ申請を促すとともに、今後、制度の詳細が示された際には市のホー

　ムページにも掲載して、支援が必要な学生に行き渡るよう、各大学と連携し周知をしてい

　きたいと考えております。

○ 11 番（穴井宏二君）　新型コロナウイルス感染症の影響を受けまして、多くの学生が長期

　にわたって非常に厳しい状況にあることがマスコミでも言われておりますし、今耳にする

　こともございます。そのような学生さんの状況を把握しておりますでしょうか。

　　また、千葉県の南房総市におきましては、学生の困窮状況を鑑みまして、国の対策に加

　えて市独自の支援として大学の１年生には５万円、２年生以上には 10 万円の給付、地方

　創生臨時交付金を活用して実施することとしておりますけれども、国の予算で追加される

　地方創生臨時交付金を活用して市独自のこのような救済措置といいますか、対策は考えら

　れないでしょうか。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　文部科学省の調査では、感染症の影響による大学等の令和３年４月から８月までの中退

　者数は 701 人で、前年度比 316 人の増加、休学者数は 4,418 人で 1,741 人の増加と、とも
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　に増加しており、市内３つの大学におきましても、休学者数は 21 人で、前年度から 29 人

　減少したものの、中退者数は６人で、前年度に比べまして３人増加しています。また、緊

　急給付金の対象となる低所得者向け就学支援制度を利用している学生は、３つの大学で

　583 人、在籍学生数の７％という厳しい状況となっております。そのため、昨年４月から

　活動協力謝礼金といった経済的支援やお米などの食糧支援など学生エールプロジェクトを

　実施し、生活が苦しい状況にある学生を支援してきましたが、追加の地方創生臨時交付金

　を活用した支援につきましては、今回の国の補正予算による緊急給付金制度のほか、国の

　低所得者向け就学支援制度などに加えて、さらに必要性があれば他の感染症対策との緊急

　性や優先度から実施について判断することが必要であると考えております。

○ 11 番（穴井宏二君）　今の答弁の中で、お米とか食糧支援をしてきたと。これは社協との

　連係もあると思うのですけれども、非常にすばらしいなと思います。評価したいと思いま

　す。

　　最後に、意見を述べさせていただきたいと思います。コロナ禍の中でなかなかアルバイ

　トができなかった。そういう中でオンライン授業のためにネット環境も自分でつくらない

　といけない状況であった。昨年はほとんどオンライン授業でありましたけれども、授業

　料は全額納めまして、対面授業なしで学費も全額納めて、ネット環境も自分でつくらない

　といけないという状況にあったのが少し疑問に思うところがあったという意見もお聞きし

　ました。大学をやめたくないのに、やめなくてはならないという大学生もいらっしゃった

　ようでございます。昨年の大学生への支援にもやはり一定の条件がありまして、狭過ぎる

　なという、ちょっと厳しいなという声もお聞きしましたので、ぜひとも未来を担う大学生、

　別府に来ている大学生のしっかりお声をお聞きして対応をお願いしたいと思います。

　　では最後に、行政の縦割りについて質問をしたいと思います。

　　縦割りと申しましても、一般的には悪いイメージがございますけれども、機能の面から

　いいますと、公また民間を問わず、効率的に課題を解決していくための組織的な役割分担

　ではないかなと思います。行政におきましては、今、部や課でたまに連係が取れていなく

　て同じような事業があったり、また相談に行っても、こちらです、あちらですよという、

　回されるようなことがあります。いわゆる行政の縦割りということによって起こることも

　あるのではないかなと思っておりますけれども、市のほうとしてはそこら辺のメリット・

　デメリットと申しますか、それについてはいかがお考えでしょうか。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　行政の組織機構ですが、業務内容につきましては、住民票などの手続の窓口だけでなく、

　保健や福祉、建設、環境、観光、農業、教育など生活に関して多岐にわたり関わりがあり

　ます。自治体の規模にもよりますが、この広い範囲を限られた職員で効率よく運営するた

　めに、分野ごとでもさらに業務が細分化され、部や課、係、担当者が把握する仕事の範囲

　が決められています。細分化された業務を機能別に組織を形成することで行政運営が効率

　的に行われるだけでなく、組織の意思決定が迅速に行われ、責任の所在が明確になってい

　ます。業務が細分化され多岐にわたっているため、１つの窓口で対応が終わらない場合が

　あることや、多様化したニーズへの対応に複数の部や課が関わる際、対応に時間がかかる

　場合などがありますが、横連係を取ることで課題解決を図っています。

○ 11 番（穴井宏二君）　はい。今おっしゃっていただいたように、保健、福祉、建設、環境、

　産業、観光、農業、教育、様々な分野、施策、事業別に組織を分けることで責任の所在が

　明確になり、また意思決定が迅速になる、これは言えると思います。専門性が高まって効

　率的に業務を処理できるというようなメリットがある一方で横断的な課題、よく議会答弁

　でも「全庁的に」とかありますけれども、横断的な課題に対しては責任の所在が曖昧にな

　りやすいところもございます。意思決定に時間がかかったりすることもあります。全体的



64－ －

　なことよりも部分的なことが優先されたり、効果的な解決案が出ないということもありま

　すので、そういう面もデメリットではないかなと思っているところでございますが、別府

　市としましても、そういうふうな弊害、まず弊害面から申しますと、そういうふうな弊害

　を解消するための改革に取り組んだこともあると思いますが、その取組内容と成果があり

　ましたら、お願いします。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　組織の体制として多様化する住民ニーズと新たな行政課題の解決に取り組むために、必

　要に応じて機構改革を行っており、スピード感を持った意思決定や業務の効率化、職員の

　力の集中・集約化などを図っております。今年の４月に実施しました機構改革では、細分

　化されていた業務を集約して建設部の６課を４課に、またいきいき健幸部に保険年金課、

　介護保険課、スポーツ推進課を設置し、今まで複数の部に分かれていた健康に関する事務

　事業を一元化しました。また、窓口対応につきましては、おくやみコーナーを設置して、

　御不幸の際の多岐にわたる手続について窓口を一本化して複数の課を回ることの解消を図

　るなど、市民サービスの向上に取り組んでいます。

○ 11 番（穴井宏二君）　要するに、たらい回しの解消を図るということですね。おっしゃっ

　たおくやみコーナーにつきましては、かなり視察も多いということで、私ども、他県の公

　明党のほうからも問合せがあったり視察があったりしておりまして、市民の方からも非常

　によかったという声も、ありがたいという声もあります。

　　また、ほかの面からいえば、おくやみコーナーはちょっとまた例外でよかったとしまし

　て、市民の方から見ると別府市役所はやっぱり１つなのですね。ですから、こちらの課で

　す、あちらの課ですよという、相談もあると思いますけれども、やはりそういうふうな縦

　割りの弊害解消に向けて、連係も大事ですけれども、縦割りの弊害解消に向けて何か課題

　を捉えているのか、そこら辺はいかがでしょうか。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　複雑・多様化した地域課題に合わせて組織機構を見直すことで、対応できることは機構

　改革により図ってまいりますが、市民の皆様から見たときのいわゆる行政の縦割り感の解

　消につきましては、行政内部の意識が課題に挙げられると考えています。窓口での相談事

　などにつきましても、内容が多岐にわたる場合などは、関係した部署を御案内するだけで

　はなく連携して解決に当たるなど、職員一人一人が市民に寄り添った対応を心がけること

　が必要と考えております。

○ 11 番（穴井宏二君）　かつての高度成長時代のように、社会全体がこの規模の拡大を求め

　るような時代には、むしろ縦割りが有効に機能したように思います。しかし、行政課題が

　高齢化・少子化によって複雑また高度化して、また昨年からの新型コロナ拡大後の社会を

　見ますと、分野横断的に組織の枠を超えて仕事を進めていくと申しますか、やっていくこ

　とが大事ではないかなと思うのですね。

　　今後、さらなる市民サービスの向上へ向けまして、どのようにこの改革に取り組んでい

　こうと考えているのか、そこら辺の意気込みをお聞かせいただきたいと思います。

○企画戦略部長（安部政信君）　お答えいたします。

　　社会経済の変化や生活様式の変化により市民の意識や要望が多様化し、市民に寄り添っ

　たサービスの提供や市民が抱える課題を解決するためには、単一部署だけの対応ではなく、

　部署間の連係を強化し、より包括的かつきめ細やかな対応が必要であるというふうに考え

　ております。そのため、これまで時代の変化やニーズに対応する数次にわたる組織機構の

　改革やおくやみコーナーの設置をはじめとした業務改革など、市民サービスの向上に向け

　た様々な取組を実施してきたところでございます。本年度からは、市民の皆様から電子メー

　ル等で寄せられた声を全庁的に情報共有する仕組みを導入し、各部署相互の連係を強化し、
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　課題を解決する体制を構築したところでございます。

　　今後も、全庁的に市民福祉の向上を図ることが自治体の使命であるということを全庁的

　に醸成し、市の仕事のやり方が本当に市民のためになっているか常に検証しながら、市民

　の視点に立って市民の満足度の高いサービスの提供に向けた改革の取組を進めていきたい

　というふうに考えております。

○ 11 番（穴井宏二君）　ぜひ他の自治体また民間の事例等、そういうふうなところもしっか

　り参考に取り入れていくことが大事だと思いますので、よろしくお願いいたします。

　　以上で終わります。

○副議長（小野正明君）　休憩いたします。

　　　　　　午前 11 時 50 分　休憩

　　　　　　午後 １時 00 分　再開

○副議長（小野正明君）　再開いたします。

○ 10 番（森山義治君）　それでは、質問に入りますけれども、２の行方不明になるおそれの

　ある認知症高齢者等の対応についてと、３のシニア層の婚活事業については、事前の打合

　せで納得いたしましたので、取下げていただきたいのですが、議長、よろしいですか。

○副議長（小野正明君）　はい、どうぞ。

○ 10 番（森山義治君）　はい。それでは、まず公共交通事業者の運営状況、バス、タクシー

　についてお尋ねいたしますが、これまでの取組に感謝を申し上げまして、質問に入ってい

　きます。

　　公共交通を取り巻く環境は、モータリゼーションの進化、そして人口減少や高齢化社会、

　また都市一極集中と地方の過疎化が進展する中で、特に地方の生活路線の交通維持は、年々

　厳しさを増しているようであります。また、このままではふだんの生活路線が一部なくなっ

　てしまうことが懸念されているようでもあります。特に新型コロナウイルス感染症の影響

　により人々の不要不急の外出、移動の自粛などで、他の産業も含めてでありますが、公共

　交通機関も全国的に戦後最大の危機的状況にあるようであります。

　　また、鉄道や路線バスにおいては、全国のＪＲ各社で合計１兆 850 億円、大手私鉄 16

　社で合計 4,880 億円の赤字のようであります。その内容といたしましては、１日 127 本の

　減便により定期利用者では３割以上も減少しているようでありますし、運賃の見直しが検

　討されていることが、2021 年 10 月 13 日に報道されておりました。

　　このような状況は、各地方も同じようで、地域性や企業規模の違いはありますけれども、

　別府市内の各乗り合いバス事業におきましても、今日までに路線の減便や廃止など実施し

　てきたようであります。特に 2019 年以降は、先ほども申しましたように新型コロナウイ

　ルス感染症の拡大に伴い国民の不要不急の外出や移動の自粛などにより、さらに生活路線

　の減便や廃止、また貸切りバスやタクシー会社にしましても、稼働率の低下や減車が続き、

　最近では原油価格の高騰が重なり、さらに厳しさが増しているようであります。

　　そこで、お尋ねしますが、別府市内には路線バス事業者が２社ありますが、各種高速バ

　スを含む路線バスの減便数と利用者数の推移、また各社貸切りバスの稼働率や収支状況に

　ついて、2018 年度と比較いたしまして、分かる範囲でその状況をお尋ねいたします。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　把握している限りになりますが、まず、別府市内を運行する路線バス事業者２社を合わ

　せた路線バスの運行便数は、2018 年は延べ数で年間 24 万 2,749 便、2020 年度は 22 万

　3,712 便となっています。そのうち新型コロナの影響などにより、2020 年度に運休した便

　数は年間１万 4,485 便あり、率にして約 6.5％運休しています。また、路線バス利用

　者の推移につきましては、2018年度は２つの事業者の合計で延べ682万4,000人でしたが、

　2020 年度は 392 万 1,000 人で、2018 年度と比較して 57.5％の利用者数となっています。
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　また、貸切りバスにつきましては、市内貸切りバス事業者を含めて、こちらも把握してい

　る限りのバス会社の平均になりますが、2018 年度の稼働率は約 37％、2020 年度は約 18％

　で、マイナス 19 ポイントとなっています。

　　経営状況につきましては、各事業所とも路線バス事業や高速バス事業、貸切りバス事業

　など幾つかの事業を運営されていると思います。その全てを把握できているわけではあり

　ませんが、2018年度と比べて2020年度は、大きく減収している事業があると伺っています。

○ 10 番（森山義治君）　課長、調査するのに大変だったとは思いますけれども、別府市内の

　路線バスの減便数が、先ほどの答弁で、２年間で１万 9,037 便の減少、そのうちコロナ禍

　の影響で年間１万 4,485 便の運休があり、率にして 6.5％の運休、また利用者数は 2020

　年度と比較して 42.5％の減少、また貸切りバスについても稼働率は、2020 年度は 2018 年

　度と比較しておよそ 19％減少しているということで、バス事業者の経営状況の厳しさが

　よく理解できました。

　　次に、タクシー事業者の稼働率についてお尋ねします。

　　別府市には、タクシー事業者が８社あるようですが、稼働率はどのような状況でしょう

　か。2018 年度と比較して稼働率と収支状況について、分かる範囲でお尋ねいたします。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　こちらも把握している限りの市内タクシー事業者の平均になりますが、稼働率は、2018

　年度は約 69％、2020 年度は約 52％で、2018 年度と比較しまして 17 ポイント低下してい

　ます。また、収支状況についても、一部の事業所のみの把握でありますが、2018 年度と

　比較して減収と伺っております。

○ 10 番（森山義治君）　収支状況はまだわからないというようでありますけれども、なかな

　か発表できないところもあるのではなかろうか、そのように思っております。

　　稼働率が、2020 年度は 2018 年度と比較して 17 ポイント低下しているとのことで、収

　支状況も悪化していることは予測できます。また、2021 年度の稼働率は決算前なので分

　からないとは思いますが、コロナ禍の影響によりさらに稼働率も低下していることが予測

　されます。

　　そのような状況の中で、地域住民の代表者やバスやタクシー事業者の代表者、また障が

　い者の代表者などで 23 名が参加した別府市地域公共交通活性化協議会が開催されてきた

　ようでありますけれども、この会議の協議内容はどうだったのでしょうか。2018 年度以

　降の、その協議内容についてお尋ねいたします。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　協議内容につきましては、東山地区や大所・小坂地区のデマンド交通実証運行に関する

　ことや、関の江地区の地域内フィーダー系統確保維持計画に関すること、別府市地域公共

　交通再編実施計画策定に関すること、別府市地域公共交通網形成計画の延長に関すること

　などを協議しており、2021 年度は、これらの協議に加えまして別府市地域公共交通計画

　の策定について協議を行っているところです。

○ 10 番（森山義治君）　平成 29 年度以降、別府市の公共交通維持確保に向けて様々な協議

　をし、そして事業化していただきまして、移動手段をお持ちでない市民は、大変助かって

　いることだと察しております。

　　さらには地域公共交通計画を協議をしているとのことでありますが、この件については

　後ほど質問させていただきます。

　　それでは、次に公共交通活性化再生法についてお尋ねいたします。

　　公共交通を取り巻く環境の中で、御存じのように最近は高齢者の重大事故が多発する中、

　それに伴い運転免許の自主返納が増え続けているようであります。反面、移動手段の確保

　が重要な課題となっているにもかかわらず、人口減少や運転手不足などにより移動手段の
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　維持確保がますます困難になっているようでもありますし、特に 2019 年以降は新型コロ

　ナ感染症の拡大や原油価格の高騰などにより各公共交通機関は、先ほどの答弁をお聞きい

　たしましても、さらに厳しい経営状況は皆様も理解できることだと察します。

　　そのような状況下で公共交通活性化再生法が改正され、その中で各自治体で地域公共交

　通計画を作成するようになっているようであります。その内容を調べてみますと、国土

　交通省に届出のある自治体が、2021年８月末までに663件の地域公共交通計画が作成され、

　43 件の公共交通利便増進実施計画が認定されているようであります。また、地域公共交

　通計画及び都市が抱える課題の立地適正化計画の両方を作成した地方自治体は、2020 年

　12 月末現在で 257 件、また、立地適正化計画の作成数は 347 件となっているようであり

　ます。

　　そこでお尋ねしますが、この事業とはどのような事業なのでしょうか。この事業内容に

　ついてと、別府市としては将来的に持続可能な公共交通の維持確保に対し今後どのような

　お考えなのでしょうか。今後の計画についてお尋ねいたします。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　地域公共交通活性化再生法の改正では、人口減少や労働不足が本格化する地方における

　移動手段の確保を図ることを目的に、地域が自らデザインする地域交通の取組を促進する

　ため、地域公共交通計画の策定が努力義務化されています。安全輸送の観点からで言いま

　すと、計画の中で従来の公共交通サービスに加えて地域の移動ニーズにきめ細やかに対応

　するため、地域の多様な輸送資源を総動員させることなどが位置づけられており、高齢者

　が免許返納後も安心して移動ができる手段の確保が求められていると考えております。

　　現在、本改正法に基づき別府市地域公共交通計画を策定中で、住民ニーズや交通の需給

　バランスなどを調査し、市内全体の交通サービスの調整や利便性の向上を図りたいと考え

　ています。

○ 10 番（森山義治君）　課長答弁をお聞きしまして、法改正に基づき地域公共交通計画が徐々

　に進んでいることが理解できますけれども、特にコロナ禍においてテレビや新聞報道を見

　ましても、全体的に公共交通機関は、先ほども申しましたように戦後最大の危機的状況に

　あるようであります。

　　そこで、公共交通機関に対する助成についてですが、特に路線バス事業につきましては、

　公共という観点から見ますと、長崎県では長崎県営バス、また北九州市や熊本市、また佐

　賀市や鹿児島市などは、それぞれ市営バスを運行しております。本来は別府市も市営バス

　を運行してもよいのではないかと考えるところでございますけれども、比較的人口の少な

　い市町村では、そのような事業は困難であるということも理解できます。企業規模は違い

　ますが、報道によりますと、大手航空会社では、2025 年度末までにおよそ 9,000 人を削

　減する計画を 2021 年 10 月 29 日に発表しておりますし、このような人員整理の合理化は、

　今後地方の交通運輸産業にも波及してくることが予測されますことから、令和３年 11 月

　９日に大分県労働組合総連合会東部地域協議会に加盟する労働団体の代表者と私ども議員

　懇談会の議員団で、別府市に対して 2020 年度予算編成に対する自治体要請の中で、持続

　可能な社会基盤としての交通運輸体制の確立を目指すために補助金の要請をいたしており

　ます。

　　また、国は、2021 年度補正予算案でコロナの影響を受けた事業者や生活困窮者などへ

　の対策として、各自治体の裁量でコロナ対策に使える地方創生臨時交付金１兆 2,000 億円

　を確保したことが、11 月 27 日に公表されておりますし、今国会で可決されるようでもあ

　ります。この臨時交付金を活用したバスやタクシー事業者に対する補助金交付については

　どのようにお考えでしょうか。他の市町村の状況を含めて御見解をお尋ねいたします。

○企画戦略部長（安部政信君）　お答えいたします。
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　　これまでの地方創生臨時交付金を活用した公共交通事業者の補助につきましては、御説

　明のありました県内の他市の例を見ますと、バスやタクシー１台につき１万円から５万円

　の補助や、感染拡大防止策に対する補助、また３密回避のためのスクールバスの増便や臨

　時便の運行などが見られます。

　　本市の取組としましては、これまで子どもエール弁当宅配事業では、宅配をタクシー事

　業者に委託し、また、別府みんなにエール券並びに別府帰ってきたエール券事業では、商

　店だけではなく交通事業者の登録を可能として公共交通の利用を促しております。また、

　高齢者の移動支援としてバスの回数券を補助する、ひとまもり・おでかけ支援事業では、

　これは年々制度を拡充して路線バスの利用者増につなげるなどの支援を行っているところ

　でございます。

　　今回、国の補正予算で追加が予定されている地方創生臨時交付金を活用した市独自の支

　援につきましては、現在のところ、交付額等詳細が示されておりませんので明確なことは

　言えませんが、国・県を含む公共交通施策等を総合的に勘案して、また他の感染症対策の

　緊急・優先度等から支援についての判断をしてまいりたいというふうに考えております。

○ 10 番（森山義治君）　そうですね、部長が言われますように緊急性や優先度から見ますと、

　これまでに国の臨時交付金を活用した各産業への助成金と同様に考えていただきまして、

　前向きにしっかり判断していただきますようお願いをいたします。

　　次に、特殊車両の上下分離式についてお尋ねします。

　　２階建てオープンバスや小型の特殊車両、また連節バスや UD タクシーなどについて

　ですが、別府市は 2020 年の観光動態によりますと、日帰りと宿泊を合わせた総観光客数

　は 442 万 7,103 人で、前年から 46.9％、人数でおよそ 390 万 8,670 人の大幅な減少となっ

　ていることを公表しておりますが、特に新型コロナウイルスの感染症の拡大により観光客

　が激減していることは、よく理解できました。現在は、新型コロナウイルス感染症は、大

　分県内でも収束傾向なので、その収束に伴い観光客も回復してくるのではないかと市民も

　期待をしているところであります。

　　そこで、反転攻勢の１つとして、別府市観光の先駆者であります油屋熊八翁が購入した

　ことのあるオープンバスに類似したバスを購入し、地獄巡りや国東巡り、また耶馬渓観光

　などに使用してみてはいかがでしょうか。

　　また、現在、内成地区と別府駅を運行する小型の特殊車両についてでありますが、車両

　関係者にお聞きしましたところ、この車両は使用年数が 21 年を超えているようで、先ほ

　どの課長答弁での減便数や収支状況をお聞きいたしましても、この特殊車両の買換えも困

　難な状況であると察します。

　　また、別府駅から国道 10 号亀川駅経由でアジア太平洋大学まで路線バスが運行してお

　りますが、特に朝や夕方のラッシュ時は何台も連なり運行しているようであります。この

　路線系統に 118 名乗りの連節バスを利用すれば渋滞緩和や、特に二酸化炭素の大幅な削減

　にもつながると考えます。また、UD タクシー購入にしましても、各事業者でこのような

　特殊車両を購入できる環境にはないと察します。

　　そこで、今回は安全輸送や環境の観点から、路線バスの上下分離方式について御見解を

　お尋ねいたします。

○政策企画課長（行部さと子君）　お答えいたします。

　　施設や資産を自治体が保有して、交通事業者が運行を行います上下分離方式ですが、全

　国的に見て公共交通事業者は、営利事業として民間や公営の事業者によって独立採算を前

　提に運営されてきましたが、地方では、近年マイカーの普及や人口減少により利用者が減

　少していく中で、従来どおりの運営では採算性の確保による事業の継続が困難になってき

　ていることが課題となってきています。
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　　別府市では、現在策定中の交通計画に係る調査の中で、あらゆる交通手段を総動員して

　交通サービスの見直しを図った上で、持続可能な交通サービスとするためには、公費負担

　も重要な要素になってきますので、特殊車両の上下分離方式については、慎重に調査研究

　したいと考えています。

○ 10 番（森山義治君）　ありがとうございます。慎重にしていくということで理解いたしま

　すけれども、前回の質問でお尋ねしましたことがあるのですが、そのようなことだと思っ

　ております。これまでの、それと公共事業に対し、冒頭に申しましたように様々な取組に

　感謝をしております。

　　路線バスの減便が、市長、毎年のように続けば、困るのは移動手段を持っていない市民

　でありますので、持続可能な公共交通を目指すためにも前向きに議論をお願いいたしまし

　て、次の質問に入らせていただきます。

　　次に、日中国交正常化 50 周年事業についてですが、政治とは切り離しての交流という

　のも理解しておりますが、まず歴史を振り返ってみますと、1937 年からおよそ８年間続

　いた日本との戦争によって数千万人の人が互いにその苦しみを味わったようであります。

　その後、1950 年代において中国政府は、国民に対して人民の恨みつらみの感情で対日政

　策を決めるのではなくて、戦争責任があるのは当時の首脳部であり、日本人民も犠牲者で

　あると、互いに辛抱強く国民を説得しながら、それによって中国人民は友好関係に前向き

　になる姿勢を引き出すよう努力してきたと、そのようなことが若林一平の著書にあります。

　　また、1972 年９月 25 日に、当時の田中角栄首相が中国の北京を初訪問し、周恩来首相

　との間で日中共同声明の調印式により日中間の国交正常化が成立し、2022 年がその節目

　の 50 年となります。尖閣諸島等の課題はありますが、この間、1978 年には日中平和友好

　条約を締結し、近年では 2018 年５月に中国の首相として８年ぶりとなる公式訪問により

　李克強首相が来日しておりますし、その年の 10 月 25 日から 27 日にかけて当時の安倍晋

　三首相が７年ぶりに中国北京を訪問しております。また、2021 年 10 月８日には岸田文雄

　首相が中国の習近平国家主席と初の電話会談で両国関係の安定化を推進する方針で一致し

　ております。

　　このような両国間の歴史の中で、別府市は、1985 年７月 26 日に中国烟台市と友好都市

　としての盟約を結んでおりますが、烟台市との都市間友好交流についてどのような交流事

　業をしてきたのでしょうか。この５年間の主な交流事業についてお尋ねいたします。

○文化国際課長（高木智香君）　お答えいたします。

　　主な事業といたしましては、友好都市提携 30 周年記念として、当時の副市長を団長と

　する公式訪問団を 2015 年１月に派遣しております。翌 2016 年度から 2019 年度までは、

　毎年のように烟台市からの代表団や高齢者施設関係者、市民訪問団、さらには小中学生を

　含む青少年訪問団が別府市を訪れ、市内観光施設や福祉施設、中学校などを訪問し、相互

　交流を行っております。特に 2018 年度には別府市日中友好協会から当時の阿野会長外 16

　名が烟台市を訪問しておりますし、同年５月に別府市にて開催されました「世界温泉地サ

　ミット」へも代表団８名が参加するなど、活発な交流を行っておりました。

　　残念ながら 2020 年からは新型コロナウイルス感染拡大によりお互いの国を行き来する

　ような活動はできておりませんが、先日も交流担当課である烟台市の外事弁公室からもお

　手紙をいただき、これまで同様友好関係を続けていきたいと意思確認をしたところであり

　ます。

○ 10 番（森山義治君）　答弁をお聞きしまして、2016 年以降は青少年訪問団など烟台市か

　ら別府市への訪問が多く、逆に別府市からの烟台市への訪問が少ないこと、また新型コロ

　ナウイルスの感染拡大の影響も理解できますが、感染症が収束したならば公式訪問などの

　交流を再開していただきたいと思います。
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　　また、私ども日中友好協会としましても、少年団が別府に来たときは部屋に行って御挨

　拶をしたり、そのような交流も行っております。そのようなことで今後もしっかりまた計

　画を立てていただければなと、そのように思っております。

　　次に、御存じのように別府市には、先ほども申しましたが、民間交流を目的とした社団

　法人別府市日中友好協会が存在し、烟台市より友好都市締結 20 周年記念で寄贈していた

　だきました八仙人彫刻像が、鉄輪地獄地帯公園内に建立されております。この清掃を会員

　が毎年 10 月頃に年間行事として清掃しておりますし、この清掃も交流事業の支えである

　と考えております。またいつの日か、別府市に中国の修学旅行などがたくさん入ってくれ

　ばいいなと思いつつ、清掃をしているところでございます。

　　来年は北京オリンピックも開催される予定となっておりますが、別府市は国交正常化

　50 周年事業として、今後烟台市との交流事業をどのようにお考えでしょうか。御見解を

　お尋ねします。また、計画があれば教えてください。

○文化国際課長（高木智香君）　お答えいたします。

　　毎年八仙人像の清掃を行っていただいているとのこと、感謝申し上げます。また、これ

　までも烟台市との様々な交流に御協力いただき、ありがとうございます。

　　2022 年度の国交正常化 50 周年に伴う事業についてですが、1992 年以来、周年事業とし

　て５年ごとに開催されておりました日中友好交流都市青少年卓球交歓大会も、世界的なコ

　ロナ禍の現状もあり、開催が見送られたと伺っております。別府市といたしましても、新

　型コロナ感染症の影響により、海外姉妹都市などとの交流は最小限にとどめている状況で

　あります。

　　今後、様々な手法、実施可能な範囲で、これまで同様友好交流を続けていきたいと考え

　ております。

○ 10 番（森山義治君）　はい、ありがとうございます。課長の意気込みがよく分かりました。

　そして、コロナ禍の影響により海外姉妹都市との交流は控えているようでありますけれど

　も、今後、別府市日中友好協会や別府市を交えたオンラインですね、オンラインを活用し

　た交流交歓会等も考えられますので、一度検討していただきますようお願いをいたします。

　　次に、育児・介護休業法についてですけれども、男女が共同して子育てができるように、

　そして介護離職などを防ぐために、育児・介護が必要になったときに休業できる育児・介

　護休業法が制定されておりますが、この法律が 2021 年６月に改正され、いよいよ来年

　2022 年４月より段階的に施行されることとなっております。しかし、日本においては特

　に男性の育児休業や育児休暇の取得率が低く課題となっているようであります。

　　そこで、法改正までの全国的な男性の取得率２年間を調べてみますと、実際に育児休業

　を取得した男性の取得率は、2019 年度はおよそ７％が、2020 年度はおよそ 12％まで増え

　たようであります。また、報道によりますと、江崎グリコなどのように取得を義務づける

　企業も最近では増加傾向にあるようであります。この育児休業や育児休暇の取得率を上げ

　るために、今回の法改正でどのようにその内容が改正されたのか。広報を兼ねてでありま

　すけれども、その内容についてお尋ねいたします。

○産業政策課長（竹元　徹君）　お答えいたします。

　　今回の法改正のポイントは、大きく５点ございます。１つ目が、育児休業を取得しやす

　い雇用環境の整備と労働者に対します育児休業の取得意向確認等の義務づけ、そして２つ

　目が、有期雇用労働者の取得要件のうち１年以上の継続雇用期間要件の廃止、そして３

　つ目が、子の出生後８週間以内に４週間まで取得可能な出産時育児休業の創設、そして４

　つ目が、分割して２回まで取得可能な育児休業の分割取得、そして最後に５つ目が、従業

　員数 1,000 人超の企業に対します育児休業の取得状況の公表の義務づけになっておりま

　す。
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○ 10 番（森山義治君）　はい、ありがとうございました。今回の法改正は、来年の４月より

　施行されるようですが、従業員がやはりこの法改正の意識を高めることが大変重要である

　と考えております。特に育児休業の場合、課長答弁のように改正前は引き続き雇用された

　期間が１年以上だった要件は、今回の法改正で撤廃され、例えばパートや非正規労働者に

　は１日の所定労働時間が４時間以下の場合、また今まで国からの給付金が取得されなかっ

　た部分が、今回の法改正で全ての労働者が対象のようであり、また有期雇用の場合は、申

　出時点で同じ会社に引き続き１年以上雇用されている労働者も対象となったことなどを含

　めて、この法改正を市報あるいはチラシなどで広く広報していただきたいと考えますので、

　一度検討していただきますようお願いをいたします。

　　次に、子の看護休暇についてでありますが、夫婦がともに子育て支援ができて、誰もが

　働きやすい職場づくりは、今後少子化対策や子育て支援として重要な課題でもあります。

　しかし、市内の中小企業にとりましては、労働条件や賃金問題など労基法は遵守しても、

　育児・介護休業や子の看護休暇は、労使協定で賃金が無給の中小企業が多いようでありま

　す。そのような環境の中で東京都千代田区は、子の看護休暇を取得させた事業主に１件に

　つき２万円を交付しているようであります。

　　別府市も、このような事業を事業化していただきたいと考えますが、いかがでしょうか。

　御見解をお尋ねいたします。

○産業政策課長（竹元　徹君）　お答えいたします。

　　子の看護休暇につきましては、事業主に賃金の支払い義務がないため、有給・無給の判

　断は、企業の判断で決定することになりますが、有給の休暇として定めております中小企

　業に対しましては、一定の要件を満たしていれば両立支援等助成金が支給をされます。東

　京都千代田区では、子の看護休暇を有給の特別休暇として定め、一定の要件を満たす中小

　企業に対しまして奨励金という形で奨励金を交付しておりますが、国の助成制度も整備さ

　れておりますので、他市の状況等を把握しつつ、事業実施の必要性については調査研究し

　てまいりたいと考えております。

○ 10 番（森山義治君）　ここ数年、矢継ぎ早に法律が改正されているようでありますし、大

　分県は生まれてよかった、住んでよかったと思っていただける子育て満足度日本一を目指

　していますので、その一つの事業として別府市が先頭を切ってこの事業を事業化していた

　だきたいと考えまして、今回も質問をさせていただきました。

　　今後、育児・介護休業や介護休暇、また子の看護休暇が取得しやすい労働環境を目指す

　ためや、その助成について中小企業の現状などを調査研究していただきますようお願いい

　たします。

　　大分時間も余りました、カットして。ということで、今日はここで質問を終わらせてい

　ただきます。ありがとうございました。

　（議長交代、議長松川章三君、議長席に着く）

○ 16 番（市原隆生君）　順番どおりに進めさせていただきます。

　　最初に、教育環境についてという項目を上げさせていただきました。教育環境というと、

　大人の目から見ますと、建物であったりという感じになりますけれども、子どもの目から

　見ると、もちろん教室とか校舎、建物であったり、また周囲にいる教職員、また自分たち

　のお世話をしてくれる支援員、ここに書いてあります支援員さんとか、そういった方、こ

　ういった子どもの周りにおられる方、また建物、環境、全てが教育環境だというふうに思っ

　てこういったテーマにさせていただきましたけれども、本当にこの支援員さんを最初にお

　聞きするわけですけれども、いきいきプランが始まったのがもう 12 年ぐらい前になるか

　と思います。私のところの子どももまだ小学校に通っていた時代に県の補助があって、２

　年ということでこのスタートが、いきいきプランが始まって、当時かなり授業に集中でき
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　なくて、授業中に走り回ったり、また教室を抜け出したりというようなことが問題になり

　始めてこういった人員配置をしていただくことになりました。２年でこの事業は終わりと

　いうことでありましたけれども、当時の御配慮をいただきまして継続して、単費でずっと

　継続していただき、またさらに、当時に比べれば大方２倍に人員を増やしていただいて現

　場に対処していただいているというふうに思っております。

　　しかしながら、現場のお声を聞きますと、やはりそれでも、やっていただいているの

　だけれども、やっぱり足らないということでありました。当時に比べて、そういった授業

　に集中できないというような子どもが増えているのかなというような思いもあるのですけ

　れども、本当に当時と比べて、やはり十数年たって子どもたちの状況も変わっているので

　しょうけれども、親の意識というのも大分変わってきたなというふうに思っております。

　当時は教育関係の方とお話をしても、なかなかそういった状況にある子どもさんがいても、

　保護者はそれを障がいということでは認めたがらないというようなことを言われておりま

　したけれども、最近では、うちの子はこういうふうにあるということで発達障がいではな

　いか、そうであるというふうに言われる保護者の方もかなり多くなったなというふうに

　思っておりますし、そういったことでの相談をいただいたのが、今回のこのテーマを上げ

　たきっかけであります。

　　こういった支援をいただくようになってもう十数年たった中で、今の学校現場における

　支援員さんの状況、今どのように支援をしていただいているのか、その点をまず最初にお

　尋ねしたいと思います。

○学校教育課参事（利光聡典君）　お答えいたします。

　　特別教育支援員は、特別な支援を必要とする園児・児童生徒に対して、学級担任や授業

　者と協力し補助的な支援を行います。具体的には、子どものそばに寄り添い、先生の指示

　を分かりやすく伝えたり、作業時のサポートを行ったりしています。また、話をじっくり

　と聞いて気持ちを落ち着かせたり、別室にて支援を行ったりする等、個のニーズに応じた

　対応を行っているところでございます。

○ 16 番（市原隆生君）　はい、ありがとうございました。あと、今、学校が終わってかなり

　の方が、かなりの方がというか、かなりの世帯で共働きをされているということの中から、

　習い事とか行かれる方はそっちのほうに行かれるのでしょうけれども、児童クラブのほう

　で引き続きお世話になっているということで行かれております。当然その児童クラブに

　行かれる方の中にもそういった障がい、発達障がいということでちょっと特別な対応をし

　ないといけないなというような方も行かれるわけでありますけれども、その今、私、「指

　導員」と書いたら、「今、支援員というのですよ」ということでありました。昔は何か児

　童クラブのほうは「指導員さん」というふうに言っていたと思うのですけれども、今、児

　童クラブのほうでの対応というのはどのようになっていますか、お尋ねしたいと思います。

○市民福祉部長兼福祉事務所長（田辺　裕君）　お答えします。

　　特別な支援を必要とする園児・児童が入所する際に、医師の診断書や意見書を基に年間

　の支援計画を立てて、主に担当する支援員を決定し、その支援員を中心に支援を行ってい

　ます。定期的に保護者、幼稚園、学校担当とも情報交換を行いながら、クラブに来所した

　際は、その児童に対し常時支援員がそばにいる状態で活動しています。

○ 16 番（市原隆生君）　今、支援員さんについてもこういった子どもたちの状況、発達障が

　いのある子どもさんも来られているということが前提で、研修を今行っているということ

　でありました。

　　実はこの相談をいただいたときに、学校ではこういった支援員をしていただく方がある。

　その保護者の方は、自分のところの子どもには発達障がいがあるのですということを言

　われて、学校ではそういう対応をしていただいているけれども、児童クラブに行っている
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　けれども、やはりそういった知識といいますか、対応の仕方というのがなかなか理解して

　いないと誤った対応の仕方をして、子どもにとってはすごくストレスになってくるという

　ことがあって、実はうちの子は児童クラブをやめたのですよということで相談をいただい

　たわけです。

　　お聞きしてみると、もう既にそういった研修の取組というのはされているということで

　ありましたけれども、私もこういった相談をいただく中で発達障がいってどんなのかなと

　いうことでいろいろ本を読んだりということでしているのですけれども、一口に発達障が

　いといってもいろんな状況があって、出方も違うし、対応の仕方というのも全然違う。今、

　研修を重ねているということでありましたので、そういったことについてもいろいろ勉強

　していただいているのだろうなと思います、学校の支援員さんについても、児童クラブの

　支援員さんについても。ただ、ちょうど私がその相談を受けた方というところが、ちょっ

　とどういったことか分かりませんけれども、やめたという事実以外どういった対応をされ

　たのかというのは分かりませんけれども、ちょっと届かなかったのかなというふうには

　思っております。

　　ただ、こうやって研修をやっていますよということなので、その点は理解し、またあり

　がたいなというふうに思っているところでありますけれども、こういった発達障がいにつ

　いて勉強していく中で、いろんなことでの得意な分野はすごくあるのだけれども、不得意

　なところというのがなかなか理解されなかったり、またそういったところが理解されない

　ところからのストレスになったりということもあるし、得意分野をきちっと伸ばしていた

　だいたらすごい力を発揮するということもあるということでありました。よくスポーツと

　か音楽とかで活躍されている方の中でも、自分は発達障がいがあってと、だからスポーツ

　の分野ではすごく力を発揮できるけれども、あるところが非常に弱いので、そこは違う形

　でサポートしてもらえる方がきちっと理解をしてやってくれているというようなところで

　非常に大きな力を発揮したりということもあるというふうに聞いております。

　　今、こういった支援に関わっていただいている方についても、それぞれの学校または児

　童クラブの中で、こういった発達障がいの子どもたちに対してトラブルが起こらないよう

　に何とか通ってもらえるように、また学校を無事にといいますか、通過、卒業してもらえ

　るようにというようなところではなくて、さらに一歩進めてぜひともその子の特性を早く

　見出して、これはちょっと過剰なお願いかもしれませんけれども、そこで特性を見つけて

　大きな飛躍できるような、その特性が生かせるような指導の仕方ができるように、その高

　いところを目指して進めていただけたらいいなというふうに思っているのですけれども、

　その点はいかがでしょうか。

○学校教育課参事（利光聡典君）　お答えいたします。

　　個々の教育的ニーズに応じた適切な支援を行うためには、子どもの現状の把握と具体的

　支援の共通理解、専門的な知識の習得が必要であると考えております。子どもを理解して、

　その力を伸ばしていくためにも、研修が必要だというふうに捉えているところでございま

　す。

　　研修の実施状況といたしましては、支援開始前の春休みに、特別教育支援員でございま

　すけれども、支援開始前の春休みに学校説明会を開催し、業務についての確認を行ってい

　ます。また、実際の支援を開始して一定の期間が経過した後に、支援の振り返りと改善及

　び専門性の向上に向けた研修会を実施しているところでございます。併せて学級担任と協

　力して支援を行う指導形態でございますので、日々の担任等との協議が、支援員のスキル

　アップにつながっているものと捉えております。

○子育て支援課長（宇都宮尚代君）　お答えいたします。

　　特別な支援を必要とする園児・児童への支援を行うためには、この園児・児童個人に合っ
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　た適切で専門的な知識が必要であり、その習得に向けては実践的で多様な支援に携わった

　実績に基づく研修を受けなければならないと考えております。

　　別府市放課後児童クラブ連絡協議会では、毎月１回支援員部会研修会を実施しておりま

　すが、年１回は大分県発達障がい者支援センターＥＣＯＡＬから副センター長・田中秀征

　先生を講師としてお招きし、困りのある子への育成支援について専門的な講習を行ってお

　ります。また、同協議会の発達研修会では、月１回発達障がい者支援専門員、「スーパー

　バイザー」と呼んでおりますが、スーパーバイザーでもある阿部京子先生にお越しいただ

　き、特別な支援を必要とする児童への適切な支援や相談について専門的な知見からアドバ

　イスをいただきながら、児童個人個人の支援計画の実施と見直しを行っております。クラ

　ブの中にはスーパーバイザーを直接自分のクラブにお招きし、支援の強化に取り組んでい

　るところもあるようでございます。

○ 16 番（市原隆生君）　この質問を上げて、それぞれ聞き取りで来ていただいてお話をする

　中で、実際にしっかり取り組んでいただいているのだということは十分分かりました。本

　当に先ほども申し上げましたように、そのことがさらに子どもたちを理解してあげられる

　ということを通り越して大きな成果、またそういった特性を見つけて伸ばしていって、そ

　れがその子どもの大きな飛躍の台になったというぐらいの結果を出していただけるように

　なったらありがたいなというふうに思っております。今後ともこの努力を続けていただい

　て成果を出していただきたいなというふうに思っておりますので、どうかよろしくお願い

　いたします。以上でこの項目は終わります。ありがとうございました。

　　続きまして、高齢者へのいたわりについてということで上げさせていただきました。

　　これも高齢者の方からいろいろ御意見といいますか、お叱りをいただいたこともありま

　して、発端は、今度テルマスがなかなか運営が、もう別府市が取りやめるということから

　始まったわけですけれども、これはもう致し方ないというふうに私は思っておりますし、

　このうちのニュースでも温泉の施設として続けることが難しいのではないかというような

　ことでありましたけれども、それはそうなのだろうなというふうに思っておりました。そ

　こから、高齢者の方にとってみれば、まずこの発端というのは、温泉の入浴券というのが

　なくなりまして、それが回数券になり、これも廃止になって、これもただ行政のほうから

　の提案があって、一方的にではなくて、私もそういった理由をお聞きする中で賛成をして

　まいりましたので、きちっとした理由があってこういった取りやめというふうに、かじを

　切ったのだというふうに、これは理解をしております。ただ高齢者の方にとってみれば、

　せっかくそのサービスにあずかれるぐらいの年になってきたのに、そこに来たらもうなく

　なっていたとか、そういった声をお聞きし、またお叱りもいただいたところなのでござい

　ます。

　　その代わりにいろんな事業を、そこで使っていた費用、例えば無料の入浴券とかだけで

　はなくて、例えば敬老祝い金とかというのもやっておりましたし、それも今、100 歳で差

　し上げるようになっていますかね、そういったところにかじを切っていって、今までのちょ

　くちょくやっていたサービスを廃止して目に見える、目に見えるといいますか、実効性の

　あるサービスをしていこうということでやってまいりましたけれども、そのことも理解を

　し、また賛成もしてきましたので、私は間違ったことをしているとは思わないのですけれ

　ども、やはり高齢者の方、またそういった高齢者の仲間入りをされた方にとってみれば、

　なかなか納得できないという部分があるようでございまして、その辺、きちっと説明をし

　ながら、こういったことはやめてきましたけれども、代わりにこういう事業でやって、実

　効性のある事業に切り替えたのですよ、実効性のあるというか、今の時代に合った事業

　に切り替えてきたというふうに私は理解をしておりますけれども、そのことが伝わってい

　ないのかなというふうに非常に残念に思ったところであります。そういったところをもう
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　少し伝える工夫というのが必要だったのかなというふうに思うのですけれども、その点い

　かがでしょうか。

○高齢者福祉課長（入田純子君）　お答えいたします。

　　高齢者入浴券につきましては、今年度より廃止、また敬老祝い金につきましては、70

　歳、75 歳、80 歳、90 歳、100 歳の節目にお祝い金を支給しておりましたが、令和３年度

　より 100 歳の方への長寿祝い金事業へ見直しを行いました。しかし、老人クラブへの補助

　金については、令和３年度より会員数に応じて補助金額を増額し、老人クラブの活性化へ、

　またバス回数券購入費を半額補助するひとまもり・おでかけ支援事業につきましては、平

　成 29 年度より事業開始当初１冊 1,000 円、１人当たり６冊を上限としておりましたが、

　令和元年度 10 冊、令和３年度より 12 冊を上限とするなど、高齢者の外出の機会の創出に

　向けた事業実施をしているところです。

　　今後とも、高齢者の方々の望む暮らしにつながるように、高齢者に寄り添った事業の実

　施に取り組んでまいりたいと思います。

○ 16 番（市原隆生君）　よろしくお願いします。といいますか、今、課長が答えていただい

　たことというのは、本当によく私は理解できております。ただ、なかなか伝わっていない

　のかなという思いと、それからこういった高齢者サービスを受けられる年齢になられた方、

　ちょうどなられた方ぐらいが、「前、こういうことがあったのに、ないの」と言われる方

　がやっぱりあるわけなのですね。その辺の御理解をいただけるように努力していただけた

　らありがたいかなというふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。ありが

　とうございました。

　　次に、健康寿命についてお尋ねをしたいと思います。

　　この中で「ロコモについて」、それから「フレイルについて」というふうに書かせてい

　ただきました。この辺、私もあまり理解をしていなくて、ロコモというのは、年を重ねる

　ことによって身体的に衰えてくることについて何ぼか抵抗していこうということでの内容

　ではないかなと思っておりました。フレイルについては、これは精神的に衰え、気持ち

　が萎えてくるといいますか、そういった２つ違った面で年を重ねる中でいろんなことが弱

　くなってくるというふうに理解をしていたのですけれども、いや、そうではないのですよ

　と。フレイルの中の一つで、フレイルというのは全部ひっくるめたことであるというこ

　とでありました。その中で運動機能が弱くなる、また気持ちも萎えてきて、動く気持ちも

　なくなってくる。それから、そういったことからいろんな健康、自分で健康に気をつけて

　いこうという気持ちもなくなってくるというようなところにつながってくるのかなという

　ふうに思っております。

　　実はこの内容を入れさせていただいたのは、あるところでこのフレイルの対策事業とし

　てｅスポーツ、コンピューター対戦ですね、コンピューターによるスポーツの対戦を取り

　入れ、またそれを行政がそういった高齢者の方に指導しながらフレイル対策を行っている

　というようなところがありましたし、私も大分近づいてきているのかなという気もあるの

　ですけれども、そういった中でこの高齢者の方と接する機会も多くなりました。また、そ

　ういった方たちがなかなか運動できない、また、しようとしてもなかなか参加する人が多

　くならない。例えばグランドゴルフとか補佐している方があるのですけれども、そういっ

　た方のところに集まらない、集まってくれないというようなこともあるということであり

　ました。この健康寿命を延ばすということについては、やはり２つ、身体的にも肉体的に

　も衰えていかないような努力というのをしないとなかなか防げないのかなという気がして

　おりました。

　　その中で、この別府市としまして、どういったことをこの事業をして取り組んでいるの

　か、その点をまずお尋ねしたいと思います。
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○健康推進課長（樋田英彦君）　お答えします。

　　フレイルの要因の一つであるロコモ予防を意識した筋力の維持向上のための運動習慣の

　きっかけづくりとして、歩数計の貸出しや身近なウオーキングコースの紹介、ゆったり

　ストレッチ教室、足腰に負担の少ないノルディックウォークの個別相談会や体験会などを

　実施しております。また、運動と口腔ケアをセットで体験する教室や体力維持向上とバラ

　ンスの取れた食生活を学習する教室など、生活習慣改善プログラムとしてこれまで２回ず

　つ開催し、またオンラインにより開催した身近で簡単な運動や食事などの研修会の開催内

　容の動画をホームページで紹介し、幅広い年齢の方が活用できるように取り組んでいます。

　　また、市報と一緒にフレイル予防を掲載した健康特集号を全戸配布し、別府市老人クラ

　ブ連合会と協力しフレイルチェックシートの配布も現在始めております。また、足腰に支

　障を来して教室などに参加が難しい方も含めて多くの方々に活用してもらう目的で、運動

　や食事に関して開催した事業のＤＶＤを作成し貸出しを始めたところでございます。

　　今後も、様々な形で予防や実践を身近で可能となる機会を提供していくよう取り組んで

　いきたいと考えております。

○ 16 番（市原隆生君）　本当に様々な取組を、もうしていただいているということでありま

　した。ただ、やはり先ほど申し上げましたけれども、高齢者の方がどんどん増えてきて、

　そういった肉体的にも精神的にも衰えを感じるといいますか、そういう、私もそこに近づ

　いていっているのかなという気もしたりもするし、当然高齢化が進む中でここに入ってこ

　られる方も増えてくるというふうに理解をしております。

　　様々な自治体でいろんな取組をしているのかなというふうに思っておりますし、取り組

　みやすい、先ほども答弁の中で市報でお伝えしたりということもありました。お話をいろ

　いろ聞くと、やっぱり目が見づらくなって文字的に何かこう、情報を得るのが難しいとい

　う声もよく最近お聞きするようになったのですね。そういった文字で出していますよとい

　うのは、なかなか伝わりにくくなっているというふうに理解をしていただいたらいいのか

　なというふうに思っております。それに代わる方法というのもなかなか難しいところもあ

　りますけれども、その点もしっかり取り組んでいただいて、このロコモ、フレイル、これ、

　今後の取組としてどのようにお考えか、その点をお聞きしたいと思います。

○健康推進課長（樋田英彦君）　お答えします。

　　高齢者が長く健康で充実した生活を送るためには、心身の少しの衰えにもいち早く気づ

　き改善に取り組むことが重要だと考えております。今後も自分の健康状態に気づき、自身

　で取り組める予防方法の周知や広報をはじめ、フレイル予防を念頭に置いた身近な場所で

　の健康教室等の機会の提供と実施に努めながら、高齢者並びに市民が実践できるよう環境

　づくりに取り組んでいきたいと考えております。

○ 16 番（市原隆生君）　ぜひ、よろしくお願いします。本当にさらに高齢化というのが進ん

　でまいりますので、健康寿命を延ばすというようなことというのは、やはり市の財政のほ

　うも限りがある財政ですので、その辺健康面、医療面等で無駄なといったら、これは語弊

　がありますけれども、なるべく出費を抑えられるような形が取れればというふうに私も

　思っておりますし、しっかり努力していきたいなというふうに思っているところでありま

　す。

　　それでは、最後の質問に移ります。よろしくお願いします。

　　公共施設の設備ということで掲げましたけれども、これはひとえにトイレのことなので

　す。この質問を上げるときに、市外の議員さんから、別府市、大分県の中の第２番目の都

　市でありますから、いろんな県内の大会等、スポーツにしろ文化にしろいろんなことでこ

　こで開催されます。そのたびに県内外になりますかね、いろんな人が来られるわけであり

　ますけれども、特に子どもさんの場合、子どもの場合、我々が子どものときには洋式トイ
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　レというのが珍しいぐらいで、ほとんどの家庭では和式トイレでありました。記憶に、い

　まだにすごく記憶しているのですけれども、修学旅行で関西方面に、私は山口県でしたの

　で、関西方面に行くことになりまして、そのときに何の研修があったかというと、トイレ

　の使い方、洋式トイレの使い方の研修がありまして、それをいまだによく覚えております。

　（「どんな内容だったか」と呼ぶ者あり）後で教えます。そういったことでありました。今

　はもうほとんど家庭のトイレというのは洋式、和式のトイレをいまだに家庭で使っている

　というようなところは難しい、なかなかないのではないかなというふうに思っております。

　　大分といいますか、別府以外のところ、うちのまちの子どもが、別府で大会があって行っ

　てトイレができなかったと言っておったという中で、今の子はしゃがむことを、しゃがむ

　トイレではないので足首が硬いのだと。だから、なかなか和式をそのまま使うのができな

　くてというような話もしておりました。

　　やはりトイレぐらい、議場でトイレの話ばかりするのもどうかと思うのですけれども、

　やはりこれぐらいは最小限整えておかないといけないのかなというふうに思いました。や

　はり別府市はいろんなところからお客さんが見えますし、いろんな施設に関わっておられ

　ます。いろんな施設を使って人が集まっていただいているという現状があります。やはり

　トイレは大事だというふうにそのお話を聞いて非常に思ったのですね。

　　これは、お聞きしたときには別府市の体育館の話でありました。そこはやっぱり施設も

　古いし、ずっと使っている施設でありますので、現状そうだなというふうに思いながら聞

　いていたわけでありますけれども、やはり和式から洋式に替えていくという中でも、学

　校のトイレも今度替えていただきましたけれども、非常に、２つを、２つないと広さが確

　保できないということでありました、その便器を置く。そういった難しさというのもある

　というふうにもよく理解はしておりますけれども、やはりお客さん、たくさん来てくださ

　いということで言っている別府市でありますので、その辺のお迎えする立場としてトイレ

　ぐらいはやっぱりちゃんといけぬのかなというふうに思ったところであります。

　　市内のトイレですね、まだ和式が、整っていないところもあるかと思うのですけれども、

　これはスポーツ施設も含めて今後のその計画というのはどのようになっているか、その辺

　をまずお尋ねしたいと思います。

○スポーツ推進課長（中西郁夫君）　お答えいたします。

　　先ほど大会のことということでお話しいただいたのが、市民体育館のことではなかろう

　かと推察されますが、確かに市民体育館につきましては、建築後 30 年以上経過し非常に

　老朽化が進んでおります。継続して使用する場合は大規模な改修が必要となります。しか

　しながら、先ほど来お話があるように和式トイレは、子どもさんや、特に高齢者の方には

　使いづらいものでございますので、今後のスポーツ施設の改修計画の中で検討したいと考

　えております。

○ 16 番（市原隆生君）　よろしくお願いします。あと、これはどうなのかなというふうな思

　いがありますけれども、例えば和式を簡単に洋式風に仕立ててポータブルトイレといいま

　すか、ポータブルの機器みたいなものが出ております。そういったのを使うのがいいのか

　どうかというのは分かりませんけれども、そういった高齢者の方、または子どもさんがた

　くさん使うようなときにそういったものも使えるのかどうかということもちょっと検討し

　てもらえたらいいのかなというふうに思っております。これは答弁は結構ですけれども。

　あと、もう１個入れさせていただいたのが、災害時に避難所となる施設ということで上げ

　ましたけれども、これは当然災害のときに指定する避難所がありますから、こういった大

　きな施設といえども避難所になっていないところもあるかと思います。ただ、前の地震の

　ときもありましたけれども、災害、大きな地震があったときに非常に感じたのは、避難す

　る側の心理として、とにかく大きなところ、安心をまずしたいということで逃げられるの
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　ですね。だから市がここをでは避難所として開設していますよ、指定していますよという

　ことではなくて、まず大きな施設に行けば何とかなるだろうという形で避難をされたよう

　であります。行ったけれども開いてなかったからという声は、当時はなかったかというふ

　うに思うのですけれども、後で避難所はどうなっているのということで収まったあとで聞

　いたりしたのですけれども、とにかくいつやってくるか分からないわけでありますから、

　災害、地震等があったときにはどこでも、とにかく大きい施設に行って安心をしたいとい

　うことで言われます。

　　そういった意味で、トイレの整備というのはそういった意味でも、そこで避難所の案内

　をしていただければいいわけでありますけれども、トイレの整備というのはこういった

　意味でも必要ではないかというふうに考えておりますけれども、その点お考えがあります

　でしょうか。

○防災危機管理課長（中村幸次君）　お答えいたします。

　　熊本地震避難生活に関わるアンケートにおきまして、「地震直後に避難所で不便に思っ

　たことは何ですか」という問いに対しまして、食事や冷暖房を押さえてトイレが１番となっ

　ております。その理由といたしましては、「和式便器が多い」、あと、「温水便座がない」

　などという回答になっております。また、新潟県中越地震に関する住民アンケート調査で

　は、３割以上の人が、「トイレが心配で水分を控えた」と回答しています。水分の摂取不

　足は体調不良の原因になりますので、注意が必要だと考えております。

　　また、2016 年４月に内閣府防災担当では、避難所におけるトイレの確保・管理ガイド

　ラインを発表いたしております。高齢者や障がい者等にとっては、和式便器の使用は極度

　に困難であるので、既存トイレを洋式便器化していくことが望ましいと。特に避難所とな

　る施設の新設や大改修の際には、洋式便器の設置や災害時の水使用の観点から、節水型に

　置き換えていくことを推奨すべきと明記されております。

　　当市におきましては、断水時や下水道管の破損時に備えるべく、小中学校の 20 か所を

　目標に洋式型便器のマンホールトイレを年次計画で導入し、災害時に備えているところで

　ございます。このような観点から、公共施設再編計画による改修時には、防災の視点を取

　り入れた改修となるよう施設管理担当課と調整し、災害への備えに取り組んでいきたいと

　考えております。

○ 16 番（市原隆生君）　そうですね、災害のときには本当にマンホールトイレ等、私も見た

　ことがありますけれども、そういった設置もできるのかなというふうに思っておりますけ

　れども、日常的に使うところについても、別府市市民はもとより、多くの外から来ていた

　だくということをこれからも発信していくわけでありますので、受入れの設備としてその

　辺、きちっとお迎えできるように努めていただきたい、このことをお願いして、私の質問

　を終わります。ありがとうございました。

○議長（松川章三君）　お諮りいたします。本日の一般質問はこの程度で打ち切り、次の本

　会議は明日定刻から一般質問を続行したいと思いますが、御異議ありませんか。

　　　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（松川章三君）　御異議なしと認めます。よって、本日の一般質問はこの程度で打ち

　切り、次の本会議は明日定刻から一般質問を続行いたします。

　　以上で、本日の議事は終了いたしました。

　　本日は、これをもって散会いたします。

　　　　　　午後２時 15 分　散会


